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はじめに

テレコミュニケーション産業もしくは情報通

似産業国］）は，

代以降，

である。

し電話，

タイの諸産業のなかでも1980年

もっとも忍速な成長を遂けてきた産党

この産業のなかには，通常の国内咆話

をはじめ．移動体屯話（携帯電話）．無線呼ひ出

ファクシミリ，衛星放送，衛星を利用

した付加価値通伯サービスなどが含まれる£広

く考えれば，

報通に産業に

コンピュータ利用のさまざまなサ

ーピスも含めることかてきる 3 そして， この柏

・大帝国を槃きつつある U)か，

こで紹介するチナワ‘ソト・グループ(Shinawatra

Group)であった(;|2)Q 

的な役割を果たした直3)。新しい通信手段か今

後の政治動向にますます重要な影響を与えるこ

とは， ます間違いない。

同様に，情報通信産業の発展は，

会のtたる変動要因にもなっている c

タイ(})コンビュータ市場（ソフトウェアを含む）

は， 1990年の75億―から93年には 221億へと，

約3倍に著増した旧4)。通信衛星を利用した付

加価値通信サーヒスも，急速に伸ひている，J

た， 1986年に導入された携帯這話は， 93年に40

万台に増加し、 96年には 100Ji台を突破すると

f測されている litS)0 

こうした発展は，

タイ経済社

たとえは，

ま

曰うまてもなく産業構造の

高度化や経済0)サーピス化， オフィスのOA化

を促す直接の契機になっている，，同時に，無視

すへきでないのは，新しい通信手段かタイ人の

生活様式や価値観の転換， つまり 「頻見知り社

会」から「情報化社会」への転換をも促してし)

る点てある。情報通信産業の検討を抜きにして

今日のタイ社会を語ることは到底がJI]能であろ

伯報逍i｛日産業I))著しい発展は，

つあるじ

と，

屯話，

タイ(})政治・

経済・社会のあらゆる面に大きな影響を与えつ

たとえは， 1992年の 4)j, 5 } lに Jくン

コクて発生した大規模な反スチンダー首相運動

その後に展開された民t化運動ては，携帯

ファクシミリ、 ケ プル 1̀V, ビデオな

との新しし随｛，i手段か，連動(})拡大過程で決定

』アシア経済，91 xx xVI-2 (1995, 2) 

う□ 本稿が情報通信産業を取り tける第▲奴の理

由は、 ここにある

ー！j, 198(）年代後半から登場するタイ系伯報

通｛り企業グループは，企業家精神の発揮だけて

はなく、政治交渉力。 臼金翡逹力，技術ノウハ

ウリ）函栢，外国通｛，i企業とり提携なと， さまさ

まり条件を結合するなかて発展を遂けてきた、
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しかも，同業他社との「戦略的事業提携」に見

られるように，彼らは従来の華人系財閥（ファ

ミリービジネス）とは異なる発展パターンをホ

しつつあるけ6）。タイ系財閥の変容を考えるt

でも，情報通信産業の検討は不可欠であろう。

これが，同産業を取り上げるもうひとつの理由

である。

以上の関しから，本稿の第 I節では，ます情

報通伯産業の現状を概観し，その発展の契機に

なった「コンセッション方式」の導入，つまり

事業の民間委北の経緯を紹介する。次いで第II

節では，同産業の発展を担う通信企業グループ

を析出し，さらに第III節と第1V節て（よ同上の

グループのなかてももっとも急速に成長を遂げ

ているチナワット・グループの形成•発展過程

と所有・経営の特徴を，それそれ明らかにする C

最後に第v節では，彼らの事業拡大に見られる

問題点を，タイにおける技術集約産業の発展の

見通しと関連させて論じてみたい—

（注1) テレコミュニケーション産業(telecommum-

cations industry)は，通常，電気通信産業と訳される

が，本稿ではコンピュータ機器の設常やシステム設計も

含めて，「情報通伯産業」の言葉を採用した。

(it2) チナワット・グループは，英語てはShinawa-

tra（シナワトラ）と表記されるが，ここではタイ語の発

音1こしたかって「チナワット」で統一した。そのため，

人名の場合には，チナワットを Chinaw;itに統一して

ある。ただし．英語企業名は商務省廂業登記局の登出名

(Shinawatra...)に従った。

（注3) この点については，未）貨昭『タイ 開発と

民主主義一ー』岩波新書岩波書店 1993年第6章を

参照，

(ii:4） タイにおけるコンピュータ1年党の現況につい

ては，次の報告を参照。 KittiWitchuruj, "The Com-

puter Industry," Bangkok Bank Monthly Review, 

vol. 34, no. 10,(）は 1993,pp. 22 ・ 2S 

(ii'5) Advanced Info Servin、PublicCo., Ltd 
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の内部資料，

（注6) タイ系財散lの発展パターンについては，次の

文献を参照。末1貨昭「タイの企業組織と後発的上業化

—ーファミリーピジネス試論ーコ（小池賢治・星野妙-f

紺『発展途上国のビジネスグループ』研究双内435 ア

ジア経済研究面 19931:じ）。

I タイ情報通信産業の発展

1. 1980年代以降の発展

狭義の情報通債産業つまり電気通信事業は，

通常，次の 3つに区分される。 (1)基幹かつ一般

通信事業（這詰，テレックス，伝送サーヒスなと），

(2)基幹かつ特定通信事業（携幣軍詠無線呼ひ出

し電ふ無線テータなどに代表される移動体通信

サーヒスや青空港・港湾での特定通伯サービス），

(3)付加価値通にサーピス（通伯衛星を利用した画

像，音声，テータの蓄積・処理サービス）の 3つ

がそれであるほ l)。

最近注目を浴びているのは13)であるか，電気

通信事業の基本となるのは（1), なかても軍話事

業である。しかも，電話の普及率は電気通信事

業の発展の度合だけでなく，各国の経済水準を

ポす指椋ともなる。そこて，アジア諸国・地域

の電話秤及率の推移をまず見ると，表 lのとお

りであった。表から分かるように，アジア域内

の電話普及状況は，「先進地域」である日本・ア

ジアNIF、Sと，「後発地域」てあるASEAN加盟

国・中国の 2つに，大別することができた。同

じ傾向は，他の電気通信事業においても，ほほ

確認することができる旧 2)e

タイは両者のうち 後発地域」に属する。

1990年現在の電話普及率は， 100人当り 2回線

（総数 170万回線）であり，日本やシンガポール

の約20分の l,韓国の15分(})1の水準てしかな
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表1 アジアにおける人口100)こりりの電話加入者阿線数 (1980~90年）

I 
国・地域 ! 198 □ 33 韓国 7 

台湾

香港

13 

24 

21 

1゚3 

14 

)(I 

16 

シンガポール

マレーシア 2 ・ 

タイ

フィリビン

インドネシア

中国

(：ロ
ー・

（）． 

(l. 

(l. 

1 984 

36.67 

1 4. I) 9 

2 1)．7 (I 

30.21 

29.2U 

5.55 

1.03 

{) 9 1 } 

0 33 

0.53 

1986 I 1988 1 99(l 

37.07 39.27 42.66 

lo.42 24.68 3 1. 5 8 

23.27 2 6. 72 30.87 

33.01 37.55 42.70 

31.94 34.54 3 8. 2 (I 

6.44 7.34 8.90 

1.66 1 83 2.09 

11.88 二l・ 02 1 { ：j： • 99 
0.40 .74 

0.62 .87 

（出）ifr) [［野村アジア情報J 1992年9I J号 22ヘージ。

表2 タイにおける電気通信事業の推移 (1969~93年）

口 1992 

91, I 1, 126 

□ 26(IOOO 

1,354 

812 

2,166 

122,758 

..j(J,210 

273,200 

1993• 

1,572 

920 

2,493 

414,000 

370,000 

（出所） Tara Siam Business Information Ltd., Tlwi Telecomm11nicatiunヽ Indushy1993/ 

94 (Bangkok, 1993), pp. 259 264より筆者作成。

（注） ＊1993年5月時点の数字，ただし携帯韮話は9:1年末の数字3 9・・は不町“，単位以下切捨て。

かった。当時のタイの 1人当り国民所得は，シ

ンカポールの 9分の 1，韓国の 4分の 1であっ

たから，タイにおける電話普及率は相対的に低

かったと riえよう， しかも注意すへさふ 1980

年代後半に生じた投資プームと経済拡大に伴っ

て，タイでは電話需要が急増したにもかかわら

ず，供給0)方がこれに歩調を合わせることかて

きなかったという事実である（表2の国内電話

の敷設状況，参照）らそのため，タイ政府は次い

ような2つの措置をとった。

ひとつは，電話以外の通信手段に対する規制

の大輻な緩和である。具体的には，民間企業に

よる無線呼び出し電話や携帯電話の運営を認め，

不足する電話を補完する方針をとった。他方彎

バンコク首都圏の場合には，異常なまでの父通

渋滞が移動体通信サービスやファクシミリの発

達を独自に促す契機になった点も重要であるぐ9

その結果，電話以外の通信手段は，表2が示す

ように急速に普及してししった。その普及がいか

に速かったかは，たとえは， 1993年現在の携帯
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電話の普及率 (1000人)iり）が．日本(})13台，

韓国の6.6台に対し，タイではすでに5.4台に達

していることからも窺い知れる。なお， 1996年

には10台を超えることが推測されている国ぶc

さてもうひとつは，政府による大規摸な屯話

増設事業5カ年it画の策定であるこすなわち，

政府は1991年10月から始まる「第 7次経済社会

開発 5カ年計画j に合わせて，屯話を向こう 5

年間の間に． it300万回線増設する壮画を打ち

出した。予定どおり実施されると， 1996年には

全国で610万回線， 100人当り 10回線の普及率か

実現する。さらに， 1996年10月から始まる r第

8次5カ年社1i肌ても｀政府は 600Jj回線の増

設を行ない， 2001年には全国で1210万回線， 100

人当り 18回線U)普及率（内訳：ハンコク首都圏56

回線，地jil2回線）を目指して tヽた '.it1,0 

ところて，今回の「増設事業5カ年叶画」(})

大きな特徴は，これまて国営企業、つまりタイ

電話公団 (TOT)やタイ通信公団 (CAT)が独占

してきた電話設備の設営と運営を，期限つきな

がらすべて民間企業に委北した，点にある，，この

点は．先に述べた咆話以外の通ti手段におし・.て

もまったく同じであり，換言すれは，タイ(})情

報通伯産業の発展は，当該事業の民間への委託；

コンセッション方式の導人~を、決定的

な契機としていた。

2. コンセッション方式と BOT方式

アジア諸国の情報通伯産業は，経営t体に

目すると，次の 3つの形態に整理することかて

きる。 (1〉国営・公企業もしくは政府による直党

方式， ig)民間企業による運営方式，＼3，咄＇政府・公

企業が事業述営を民間に一定期間委北ずる方式，

の3つがそれであるけ 5)。

従来． 1行報通｛日産業の運営は． ;a公共1すか狐
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く市場原理になしまないこと， ¥b：国防・軍事と

密接な関係にあり機密性が高t)こと， IC)設備・

機器の設営に巨額の投資か必要なため，民間企

業の参人か困難なことなどの理由から，軍・政

府による直営か望ましいと考えられ，事実その

ように運営されてきた（＼じの月式）。ところか，

政府資金の不足にもとつく事業の遅滞や国営企

業の非効率なサービスに対する国民の批判か一

方て生し，他方では民間企業の側でも，成長の

著しい通信事業に対する規制緩和や民営移管を

望む山か高まってきた。その結果，アシア諸国

ては， 1980年代後半からほほしいっせt叶こ，電気

通信事業の運営主体の見直しと再編が始まって

しヽる！；t6)r, 

たとえふマレーシアては， 1987年に政府通

信局のポ業をマレーシア・テレコム社か引き継

き.9（）年未には株式を一般に公閲したぐ）イント

ネシアても， 1991年から国内通信卓業を PTテ

レコム社（政府l(）0モ；出資）に移管し，株式の一

部公開か叶画されている 民営化としりし点で言

えふもっとも進んて＼スるのはシンガポールて

あろう，同国は1992年に，通佑事業U)すべてを

シンカホール・テレコム社に移竹し， 93年には

同社り民営化に踏み切った。同社は現在，欧米・

アジアを中心に海外事業も積極的に展間して

し¥ろ（辻71,, 

これに対して囀民営化方式と異なる方針 (3,)

り方式）をとってし)るのがタイである。つまり，

政府（国営介業）かうE期間，特定通信事業の

連営を民間に委北し，その期間中ば芝託者の排

他的連隊権を保，止する。他方，受at企業は契約

に従って，収人I})定比率もしくは・付定金額を

政府（国営企党）に納人する， とししう方式がそ

れてあソた＼）こうした灯式は，タイてぱ通常サ
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表 3 タイ情報適信プロジェクト 0)．_]ンセッシコン一覧 (1986~93年）

＊・業内一容―-［-／□□□／□□口I ー(-国庫納付全）
CAT I l'acific Te恥 is I 1986 . 1(） 粗収入の33％納付

TOT i Shinawatra Paging I 1989 : 15 粗収人の25~40％納付
; I (Shinawatra Group! 

TOT I Percom Service 19決9 I l:i I粗収入の25~4()％納付
無線呼び出し電話 TOT I llutchison Telecornrmmi- 1990 J 15 粗収入J-）25~46喝納付
（ポケットベル）

通信衛星を通じた

付加価値通伍サー

ビス（デタ，音

声，画像）

携帯電話

屯詰回線事業
(t『都圏）

電話回線事業
（地方）

通佑衛星打上げ

長距離無線

ピlヽ、オ Jックス

cat1011ヽ

TOT Foncpoint (Thailand) 1990 I HI 粗収入の15％訥付
(Shinawatra. Cl',じC（）M)

TOT ¥¥'orldpag<、 1993 I 15 粗収入の41％納付

PTl) 

PTI) 

TOT 

TOT 

CAT 

T(）＇l̀ 

CAT 

TOT 

T(）T 

(UC(）M (；mup) 計15億バーツの最低納付

Sarnart Telecomゞ
(Samart (;roup) 

Cornpunet 
(Bangkok Banki 

Shinawatra Datacom 
(Shinawatra (;rnup) 

Acunl(．‘11 
(Ja"ゞminec;rりupJ

Thai Sk~·cnm 

Advanced Info Service 
(Shinawatra Group) 

Total Accessし‘omm
(「CO'.¥IGroup) 

TclccomAsia 
〈CPGrmll)〉

Thai Telじphone& ・1、(:IC・
communication 

1988 I 1::; 粗収入の 5％納付

1988 1.=; I粗収人の 3％納付

1989 10 I粗収人0)1()・‘-15％納付

1991 15 '粗収入の17~25％納付

1992 15 粗収人の23.5％納付
8億パーツの保証金

国() 2(） i粗収人の15~30％納付
1 131億バーツの保証金

］り91 1 3 粗収入0)12-~25％納付＿m-ソの保皿全
1901 幻 粗収入の16％納付はか

I 

1992 :.>s I床1！収人の43％納付ほか

MOTC j Shinawatra Satellite 
iShinawatra (;roup) 

lYYl 淑） ，最低14億l5(）（）}jI＜ーツの

納付

I :ni tccl Com lll lI I I I L• a t i on I lり92
lndustn（じC(）¥l (h•( ) U Il)＇ 

T(） T R a di (）l) ll (）1 l t '!  ] 9 9 2 
(CP Jasmine) I 、 aSInln(_a』

'l‘(）1‘Lin('←'l̀（．．chrl(） l (Jg} l 993 
＼し`l）Group) 

1 5 サービス料0)9 ~ 1 6％納
付

lり 粗収人U)25~28％納付

lり 粗収人の15~2り％納付

（出/1/rl Tara Siam Busint:'ss Information I、td.， TIl(ll,I} [（＇（9’}}}im l1}／ 1(．(l/1.1) ／l.、IJI(l叫 I、,1 9.(）,‘i,．(J J 
(l;angKok, 1 993), ；¥:{ffi()}/，I Mar l !I!9)：i l))（／rll(I(lm/ TIIIIIuk1/ ［ ［月民り実業I,16 19 Aug. 
1992. 
(ii:） 'l‘(）1‘ ：タイ屯話公団，し:AT:タイ逍化バ「廿， 1）TI)：郵便屯｛召局， M（）1̀C：運輸通イし1針‘。
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ムパターン (samphathan)，もしくは―コンセッ

ション方式ーと呼ばれている。

コンセッシコン方式は，発展途上国のインフ

ラ整備に最近導人されている BOT(build-oper-

ate-transfer)方式とよく似ている。政府に代わって，

民間企業が設備・機器の設営を行ない(build),

事業を運営し (operate)，喫約期間か完［すると

設備や事業運営権を政府に返還する Itransfer) 

というやり打1よ，タイでも同したからである C

事実， タイのコンセッション方式を BOT方式

とみなす人も多し、0

しかし，契約の内容や具体的なプロセスを検

討すると，両者の間には少なからぬ違し Iを見い

だすことができる叶8したとえは，すくあとて

紹介する電話事業の場合には，民間U)ポ策受託

者 (concessionaire)が設備を建設し，これか完

fした段階で電話サーヒスや交換器u)所行権を

タイ電話公団 (TOT.)に譲渡する＾この点てぱ

BOT方式（より正確にはBTO方式）とほほ変わ

りはなしlが，，.1,i業受it者は契約期間中は嶋 TOT

か所打する既存0)屯，活設備の更新・近代化にも

責任を負うという付幣条件かつtIてし iたい

また，タイ発屯公団 (EGAT)か叶両してt1る

発屯事業の民営化構想ては，民間企業か設備

を建設・運党して，屯力を EGATに光却する

BOS方式や，民間企業は設備たけ建設して｀

EGATが中来の運営を担‘りするBOO/j式とし｝

った新しし){l：組の提案もなされてし、るりi9 -し

たかって，タイてサムハターンと呼んてし lる

「コンセッシごJンJj式 1 は， BOTを含むより広

い概念と岬解すへきてあろう

タイの情報通{,ii桁業の忽速な発展は， し＇）は

この「コンセソシ 3 ン方式 の導人と深く閃係

してし、だ，そこて， こd)，t,lょを確認するために作
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成したりか表3である。同表には， 1986年から

93年まてに認可された通信事業の全コンセソシ

ョンか，事業内容別，委託機関別に整理してあ

る．表がポすように，コンセッシゴンの第 1号

は， 1986年 5月：こ，無線呼ひ出し電話事業 (PA

CLINKの名Hi]て知られる）に与えられfこ受託

者はチナワット・クループとアメリカのパシフ

ィック・テレシス社 (PacificTelesis Co., Ltd.) 

の合弁企業てあり，契約期間は10年間、条件は

収人の3分O)lを政府（タイ通信公団）に納入す

るとし lうものであった (;tlo)0

たたし本格的な展開止チャートチャーイ政

権 (1988~91年） U)もとて，モントリー (Montrl

Phongphanit)運輸通伯大臣か， こい方式を積極

的に採用してからと五えよう 実際，付加価値

通伯サーヒス (1988年）や全国電話増設事業 (90

年後述）｀携帯屯語事業 (9(）年），通信衛星打ち

l・ け (91年），長距離無線事業 (92年）なとは，

しlすれも同政権の時代に実施されるか検討され

た 1994年現在，またコンセッシコン方式か導

人されてt心入し叫）ふタイ通信公団 (CA'!‘)か管

理する 国際'ru話事業 j たけとはつても過言で
はなし＼、

それては呵 コンセソシ 9 ン方式による民間委

IitU)特徴と問題はとこにあるのかく，また，コン

セソションを政府から獲得した企業・企業クル

プ：よ誰てあったりかe、以ドてはタイ屯話公団

（＇］`（）T)の電話詞線事業を事例に書具体的に検討

してみたしふ

3. 全国電話回線事業

タイ l上］内の屯晶通tiじ＃菜は， ｛丘屯請法

(19:14りしの制定以来，郵便屯i・，1局の行轄卜＼こ

置かれ， 195,1年にタイ屯晶公団 (TOT)か分離独

立し―-からは， 11il公団かこれを一元的に統轄し
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てきた。通信機器の輸人・販売に長く従事して

きたUCOM社（じnitedCommunication Industry 

Co., Ltd.)が，かつて電話事業の一部請負を打

診した時にも，同公団は「民間委託はありえな

い」と明確に回答しているけII)。

ところが， 1988年に発足したチャートチャー

イ政権は，方針を 180度転換する。経済拡大を

方針として掲ける同政権は，産業インフラの允

実と重化学工業化を、政府資金や借款ではなく｀

民間資金の積極的な導人で実現しようとしたか

らである。そうした政策のひとつか，大規模な

電話増設事業の民間委託であった。

新方針は1989年に公表され， 90年初めに，首

都圏 200万回線，地方 l(）0万回線の事業に対す

る公開入札が行なわれた2 この時人札に参加し

たのは，①スウェーデンO')LM・エリクソン社

(Telefonaktiebolaget LM Ericsson)＝古河電気工

業連合，②フランスのアルカテル社(AlcatelCIT), 

③H本の NTT社＝ NEC=三井グループ連合，

④日本のトーメン＝アメリカのナイネックス社

(NYNEX Network Systems:ニューヨークの電話

会社）連合，⑤タイ 0)CPグループ＝イギリス

のBT社(BritishTelecom Corp.）連合の 5クル

ープである（注12)。舶ふれを見る限り，世界の王

だった通信企業のすべてが入札に参加している。

人札の最終段階に残ったのは，④0)トーメン

＝ナイネックス社連合と，⑤の CPグループ＝

BT社連合の2つてあった〉 ilij者は地方の100万

回線事業だけを申請し，晶負条件は契約期間20

年間，電話収人の2()いをタイ電話公団に納人ず

るというものである，、他Ji,CPグループ＝ BT

社連合は，首都圏と地方の双方に申請し，契約

期間は同し20年間，政府納人比率はそれぞれ

15.5ぷと21.5ぷという案を提示した（注1:,)。そし

チナワソト・ダループ

て， 1990年9月13日に，タイ電話公団の理事会

で， CPグループ＝ BT社連合に全事業を委託

することが決定された。

この時の決定によると． CPグループと BT社

の合弁企業である CPテレコム社(CPTelecom 

Co., Ltd.)は．総額1500億―（当時， 9000億円）

の投資を行ない， 1996年まてに 300万回線の電

話網を設営し，向こう25年間の事業運営を独占

するこその代わり，首都圏事業については収人

U)l6ぷ，地方事業については収人の22乞を政府

に納人する。電話交換器の設営は，アメリカの

AT&T社が担当するというものであったぽl4)C

1500億；―の投資予定額は，民間投資としてはタ

イ史上桁違いの規模であり，事党行手にあたっ

て政府が要求した保証金も， it15億―という未

合有0)巨額に上った(it.15)。

ところが，この決定はその後1年間にわたっ

て，さまざまの紛糾を引き起こす。まず，「今

回の選定は，電話事業を統轄するタイ電話公団

と運輸通信省の管轄事項であって，閣議での審

議は不要である」と主張したモントリー運輸通

信大臣に対して，多くの批判が他の閣僚や経済

関連官庁から寄せられた。そのため， 9月18日

のI紺議でいったん仮承認を得たもの0)，最終決

定までには至らなかった。最終決定をみたのは，

3週間後に開かれた閣議の場である。

この閣議 (10月8日）では，審議のすべてが

電話問題に費やされた，）この時の審議で最大の

争点になったのは，既仔0) 「タイ電話公団設囲

法 1 に照らして，収人・利益を民間企業と分益

する Jj式が妥当かどうかの判断てあった（注16)。

つまり，国営企業が管理する公益事業を全面的

に民間に委託する方針に対しては，なお強い懸

念か表明されたのである (it17)。逆にこの時の閣

3I 
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議で，コンセッションガ式を基幹通信事業であ

る電話に適用したことは．その後の通信事業全

般の民間委託を促す，決定的な転機になったと

。
うょぇ諄I

なおこれとは別に，水面下てはあったか，巨

額のプロジェクトの利権をめぐって，政党政治

家や軍指祁者の間でさまさま 0)駆引きかなされ

ていたことも無視できないばl凡科実， CPグ

ループの落札が公表されるや，巨額の政治献金

が首相や運輸通信大臣，タイ電話公団役員のも

とに流れたという疑惑か取り沙汰された＾そし

てこの汚職疑惑は，翌1991年2月に勃発する軍

濱クーデタの遠因のひとつになっていくのであ

る(ttl9)0 

クーデタを実施した軍は，その政治的意図を

隠へいし，同時に自らの行動を正当化するため

に，チャートチャーイ前首相をはじめとする1祖

僚の不II：蓄財を厳しく非難した，・，‘片然なから，

その非難の対象のなかには，今回の‘屯請事業の

決定も含まれていた，万．．^ ｝j, 新たに任命された

アーナン首相も， i汚職追放，説争原哩d)ii'1人一

を方針に掲けたから，追話回線ポ業再検詞委員

会 (1991年4月）を発足させ、首相白らがその

委員長に就任した。その結果， CPテレコム社と

政府の間では，熾烈な政治的綱曳きか展開され

るか、結｝,J,1991年 8J j 2日に，次のような合

意によって，最終的に妥結するのてあるい1211)

(l) CPグループの巾業は首都圏 200Jj回

線に限定し， 1クループによる独占を排除す

る。地｝j事業については改めて人札を行なう

(2) Cl'グループは, 25年間u)籾約期間中

は，他のいかなる屯話事業にも参加しなしこ

とを約束する，

700億―の利益を別途，政府に納入するっ

¥41 タイ電話公団がすでに所有・運営する

電話設備の更新・近代化に対しても， CPク

ループは30億～40億＇ーの追加投資を行なうっ

この政治交渉の過程て、 CPグループの電話

交換業務を担出する予定だったイギリスの BT

社は，先行きり見通しの暗さから撤退を決定す

る。代わりに，アメリカのナイネックス社が資

本参加を申し出，新たにテレコムエイシア社

(Telcc()mAsia Corp.)をCPグループとの合弁

て設立した3 また，投資計画は 675億―に縮小｀

電話交換器の発注先も AT&T社のほか，シー

メンス社， ~EC 社に拡大ずることになった

(,i:21) 
く」

以上の妥結案を受けて， 1991年10月末には，

地方電話回線巾業の再人札方針か早くも公表さ

れた この時名乗りてた企業や企業グループの

数は，国内外合わせて計32に達する。屯話事業

か，いかに民間企党にとって魅力的てあったか

か分かるてあろう 2 たたし，翌1992年 3月の人

札時に、実際に詳細な事業叶画案と保証金を提

出てきた 0)は， 1／SGテレコム・グループ（スウ

ェーデン・テレコム社とセーントーン米輸出クル

プの合弁）号⑫タイ 0)B・グリム社 (B.Grimm 

＆い，， l<．（）．I)．1=シーメンス社連合，：ヽ③チナワソ

ト・クループ＝ AT&T社連合，④タイのロッ

クスレイ社＝日本の '.¥TT社連合の 4クループ

のみてあった

このうち，’，93、0のチナワット・クループ＝ AT

&T社連合と⑭‘のロックスレイ社＝ I¥TT社連

合か最後よて争し)'最終的にはロックスレイ社

の連合か， 25年間の契約期間，事業収人の43.1

9 9を政府に納人することて洛札した 投育総額

（3) 首都圏＇ド業の収人 U)1(‘ U)ほか
ツ

）い ‘"I はii十1(）0億― ロックスレイ社かlil心となっ、會

32 



1995020033.TIF

ジャスミン・グループ（タイ系）， NTT社などと

合弁で新たにTT&T社 (ThaiTelephone & Tel-

lecommunication Co., Ltd.）を設立し，日本の

NTT社が電話サービス事業を担当する。また

電話交換器は，スウェーデンの LM・エリクソ

ン社とフランスのアルカテル社に発注すること

が決まったは23)0

以上の経緯を見る限り，情報通信産業に進出

を果たした，もしくは果たしうるタイ系企業に

は，いくつかの条件が不可欠であることが判明

する。

その第1は，情報通信産業が「コンセッショ

ン方式j に委ねられたことにより，この分野を

管理してきた政府（国営企業）や軍（国軍は通1n

機器の最大の需要者でもある）と密接な関係を持

っているかどうか， さらに政府との交渉力を有

しているかどうかが，童要な要件になったこと

である。この点は，次節で改めて検討すること

にしたい。

第2は，情報通信事業の受託・請負が，巨額

の投資資金と信用力を必要とすることである 2

つまり，実際に投資する金額が大きいだけでな

く，入札前後にも巨額の保証金や事業着手証拠

金の提出が必要であった。そのため，巨大財閥

である CPグループやタイ農民銀行を背後に持

っロックスレイ・グループなどが，人札におい

て優位に立つことになった。ただし，表3や後

出の表4が示すように，通信産業に特化してき

たベンチャー企業も，この分野には多数見られ

る。この点をどう苔えたらよいのか，次節で考

えてみたい。

第 3は，情報通信産業への進出が，先進国の

通信企業との「連合」や技術提携の形をとって

実現している事実である。情報通信産業は，今

チナワソト・ダループ

止半導体産業などと並んでもっとも技術革新

の激しい世界である。したがって．欧米企業の

協力なしに．タイ系企業が単独でこの分野に進

出することは不可能であった。換言すれば．ベ

ンチャー企業であっても，先進国の通信企業と

緊密な関係を持ってきた企業は，情報通伯産業． 
へ参人する道が開かれているのてある。

そこで以下では，主要通信事業のコンセッシ

ョンを取得したタイ系企業グループを取り上げ，

その特徴について概観を与えることにしたい。

（注 1) 大川将・手柴正気「発展するアジアのテレコ

ム産業（上）―-高度化をすすめる NIEs--」（『野村

アシア情報』 1992年9月号） 25ペーシ。

(；t2) 東南アジア諸国の電気通い事業の現状につい

ては， i，i]上論文のほか．次の文献を参照，．大川将・手柴

正気 発展するアジアのテレコム産業（下）—積極的

な開発を進めるアセアン諸国，中田一•-」（『野村アジア

情報,1992年11月号）／前田弘章・花訊宏「東南アジアに

おける通信産業の動向」（『環太平洋ピジネス情報RIM』

［さくら総合研究所〕 1992年4号通巻19号）／“Special

Report : Telecommunications Revolution, Asia 

Speeds along the Information Highway," Far恥 t・

（刀1Economic Review, 7 Apr. 1994, pp. 36-50. 

!it3) Advanced Info Service Public Co., Ltd、,

Annual Re加rt1993(Bangkok. 1994). p.12.因みに，

他(J)アジア諸国の19931:臣見h..u)携帯屯話普及率 (1000人

吋り） Iふ香港が41.4台．シンカポールか37.0台．マレ

ーシアが12.5台，フィリピンが0.8台であった。

（注4) Tara Siam Business Information Ltd., 

Thai Telecommunications Industry 1993/ 94 (Bang-

kok, 1993)（以下， TaraSiam, Thai Telecommuni-

catio郎として引用する）， p.68 

（注3) 大川・手柴「発展するアシアJ)・・・・・・（上）」 23

ヘーン 表2に．国・地域別のi：要屯気通信事業の運営

方式と今後の方針が，一覧てホされている

（け：6) フィリピンのみは，背初から民間企業である

フィリピン長距離電話会社(PLDT)か，電気通信事業

を担当してきた。

（注7) 大川・手柴「発展するアシアの……（上）」 29

ペーシ 表4/「特集 シンカポール・テレコムの主な

33 
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海外事業j (『H経産業新聞』 1994年1月4H)。

（注8) タイ U)遁力，通伝，首都圏交通網における

「民営化方式」の形態については，次の報告が参考；こな

る。河森正人 r民営化政策の進展」（アジア経済研究所

「国別経済協力研究報告内 タイ」 1993年） 171~199ペ
ゞ

ーシ
゜
直 9) |n]上日記文 181ヘーシ。

（注JO) Tara Siam, Thai Telecommunications, 

pp. 56 57,.'"Telecom Gears for New Era," Nation, 

1 Mar. 1993. 

（注11) UCOM社の社長プンチャイの発ふ “Poet-

tua Bunchai Bencharongkun: Boss Yak Telecom 

'UCOM'"［［広テレコム企業「UCOM」の総帥，プ／

チャイ・ヘーンチャロンクン．自らを語る］、 Tranヽ／）1）rt

& Communicationさ（タイ泊月i-lj誌）． Aug./Sept. 1991, 

p. 71 

（注12) "B 150,000 m Phone Goes to Single Con-

sortium," Bangkok Post, 14 Sept. 1990. 

(it13) i'¥1ation, 19 Sept. 1990. 

（注14) Bangkok Post, 14 Sept. 1990. 

（注15) 止確には， 1990年5月(})事業計画案提出時に

JO億，の保址金直 を提出し．さらに契約調

印時に着手証拠金として 5億― (Id上）の提出か義務つ

けられたc

（註16) Natioll, 4 Oct. 1990,/Jbid., 10 Oct. 19911 

（注17) 表l句きは国家収人J)減少や公益事業に対する

政府の権限の低卜カ弗嗅gにされたか，より大きな理由か，

国営企業の理事ポストを支配する軍・政治指導者たちの．

民間委日［に伴う利権の縮小に対する危惧に端を発してい

たことは明らかてある，

(i . .J:18) "Korani Thorasap 3 Lan Lekmai ¥'ok 

Sut-thai Songkhram ・Khao-loe'" [300Jj匝線竜話事業

問題，噂の最終決行J.M(IlidI(In Sutsapda ［週刊マ”ナ A‘

チョン］， vol.11, no. 564, :?3 June 1991, pp. 20 21 な

ぉ， クーテタを断／ jした車 ([Iず求平和秩序維持評議会）

か，屯話回線事業をめくる汚職疑惑を追及しなから， CP

グループの権利を「白紙撤回」に持ち込まなかったのは，

クーデタの実行者のひとりであるイッサラホン・ヌンパ

クティ陸軍大将（当時，第一管区軍司令官，困家平和秩

序維持評議会畠1J議lて， タイ屯話公団総裁）の妹ニッタヤ

ーか， CPグループU)稔帥タニン・チアラワーノンu)視

戚であるチャートチャーイと結婚してし又るからだとし，ぅ

説もある。

34 

（注19) もちろん1991年のクーデタは，電話回線事業

をはしめとする政治汚職への反発だけから生じたわけて

はない。その背景については，未廣『タイーー開発と民

t主義―--」第3章．参照。
（注20) "Phone Deal Gives Govt. BT 70bn, " Na-

lion. 3 Aug. 1991. 

｛江21) Tara Siam, Thai Telecommunications, pp. 

80, 175 178 

直 22) Phu Chatkan Raiduan［月刊誌・支配人］，

vol. 9, no. 103, Apr. 1992, p. 7. 

（注23) Tara Siam, Thai Telecommunicatio郎， pp.

80, 207 

II 情報通信産業と企業グループ

1. タイ通信企業グループの類型

情報通信産業を基盤とするタイ系企業もしく

は企業グループは，現在， 10近く存在する直 I)o 

これらを発展パターン別l｛こ見ると，次の 3つに

分類することができる。

iA) 従来から通信機器の輸人・販売，ある

いは修理に携わり，崎該分野の知識，ェンジ

ニアリングの蓄積が一定程度ある企業もしく

はグループ。具体例としては，サーマート・

グループ (Samart•Group), UCOMグループ

(UCOM Group), IEC社 (InternationalEngi-

necring Co., Ltd.）なとを挙けることができる。

B) もともとはコンビュータ1関係の販売・

システム設計に携わってきたクループ。本稿

で紹介するチナワット・クループはその典型

であるが，そのほかにジャスミン・グループ

(Jasmine International Group)，サハウィリヤ

-0A機器グループ(SahaviriyaOA Group), 

ロックスレイ・グループ (LoxleyGroup)など

も，このタイプに含めることかてきる。

9C) 既存の財閥て；ポ染多角化の一環とし
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チナワット・クループ

表 4 タイにおける情報通信産業と主要企業グループ (1993年現在）

グループ名 設立年 1 企業名（出資企業） 閃塁I合弁相手（出資比率）
S~inaw~tra 
クループ＊

事業内容

1990 TelecomAsia Corp. 

1991 Telecom Holding 

CP 
1991 Radiophone 

グループ
(Telecom Holding) 

1992 Orient Telecom & Tech-

I 1989 i Fonepoint (Thailand) '27% I Shinawatraグループ
(Bangkok Fcedmill) I (36%) 

じCOMゲ，ヽ，―1(27リo)

85% I NYNEX Nelwork 
I Systems OS%)：米

! 100% 
6(）(）。 J ・グasmine )レープ
(40%) 

25％中国政府出資企業
nology(,し̀hiaTai lnterna 
tinnal Communication) 

1993 l Lines'「echnology I 90% 
(Telecom l!olding) 

… Com-Link (T叫 corn| 2(）°() 
Holding) 

無線呼ひ出し電話

首都圏電話回線事業

(200万回線）

情報通信産業への投資

長距離携帯無線

通信衛星の打ち上げ

(1994年）

ビ～デオテックス

長距離鉄道無線

Jasmine 

グループ

1982 

1984 

1988 

1991 

1992 

Samart 

グループ

lJCOM 

グループ

Loxley 

グループ

197:=i 

1986 

1988 

1989 

Jasmine Inten叫 ional

Siam Teltech 

Acumen 

20% 

1 992 Thai'l̀clcphonc & 
Telecommunication 

）
 
（
 

＇ ） 
(
‘
 

勺
ウ

，
 

Srifuengfung i 1986 1 Compunet Corp. 
Bank 

96% 

Radiophone (Jasmine I 40% Cf'グループ (60%)
International) 

Thai Telephりne& 
Telecommunication 
(Jasmi nc lntcrna今
tional) I 

―--.、
ヽ

Samart Engineering I JOI)'-!;'., 

Samart 1‘clccoms [ 6I_1% 

Samart Satcom 8(I(）（） 

Samarl Corp. l(）1)（）（） 

Sama rt Com-I ・ ・ ・ 

）
 
（
 

）
 
ー9

'ヽ
、＇,' 

）
 
r‘ 
）
 
（
 £
"
 

1
3
 

ご，こょー叶幾器の設腐＇販売

通信機器の販売サービス

付加価値通信サービス

長距離携筈無線

Loxleyクループ(34%〉i地方電話回線事業
'-:TT (20%) : f I本 (100万同線）

：テレヒアンチ＋製造・修理

(）1℃ International :付加価値通信サービス
(10% ）．•オーストラリア；

Shinawatra八— 9「 (20%) I 1：ラボラアンテナ製造販売

1情報通信産党への投資

ヵ／ポジア政府 IカンホジアでU)携帯雷

二。古事業
CPグルー｀プ{6 %) i通信機器し）輸入販売

（モト丘 フtl,J)一手西売）
(:l)、グループ（10%) 携帯電話事業

I 27()（） l:lゾ！レープ (27%） ，無線呼び出し電話
:ihinawatraゲ，9＇―←'(34 {,) （）)） 

l [） ［l (） (） 

41)% 

311(9(） •今？し‘able and Wireless I付加価伯咀信サーピス
(4 (I (） (9） ：ィキリス

(ill/？りi) Tara Siam I うusin(•ss Information I、td. 1 /IIIl~ 1̀（I(（＇I!）91 }｝／ IOI I('（lii(）}lヽ l11/il{s/rr l.（).(）ふ），ヽ9、94
I Bangkok, 1993) / Khu Klzar:ng 競争者l,2.(｛ F凸 I 9Y 1./ Sakkarin N iyomsilpa.'・From 
Monopoly to Regulated Competition :＇「he Political Eい）nomyof Telecommunications 

Policy in Thailand." mimぐographtンcl.N () V~ 1 992 

（注） ＊チ｝~りット・グループ 1 こ一ノ）し)-fi J:，表（う参I瞑0...は1訓l,:
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て新たに情報通信産業へ進出したグループし‘

巨大なアグリビジネスを率いる CPグループ，

タイ最大の不動産財閥であるタナヨン・クル

ープ(ThanayongGroup)，金融コングロマリ

ットのバンコク銀行グループ(BangkokBank 

Group)などがこれに該当する。

グループの主要傘下企業 (•I行報通信関係のみ）

は表4にホしたとおりてある以下では主なク

ループについて簡単に紹介しておきたい。

ウィライラック一族が率いるサーマート・

グループは，テレピ・アンテナの製造・，没営

(1962年）から事業を開始したグループてある

Iti 2)e，その後，サーマート・エンシニアリンク

社(SamartEngineering Co., Ltd.: l9Ti年）を設

立， 1981年からは陸軍放送局向けにハラホラア

ンテナ U)骰造を開始して， この分野0)ハイオ

ニアとなった。また，オーストラリアの国営通

信会社 OTC社 (Overseas Telecommunicat1on 

Commission)と合弁でサマ l ・ヽ ナレコムズ社

(Samart Telecoms Co., Ltd. : 1986年）を発起し，

衛星を利用した付加価値通信サーヒスの分野に

も進出している 3 なお， 1993年現在の傘ド企菜

数は 8社，グループ全体の持株会社て，通い機

器の設営を行なうサーマー 1、社 (Sarnartし頁(Onl(）-

ration)は， 1993年 3月に株式公聞会社として

t場を認可された，` ヽ

-tj, UCOMグループは，アメリカのモ）ヽ

ローラ製品の寸こ販売代坪店として成長を遂け

てきた通信機器グループてある、'1,,]社は， 1960

年代から瞥察局に無線機を納品し、のちには通

{，i機器全般を国軍最闘nl令部や悔軍，窄軍にも

納めて，軍・腎察と U)結ひ付きを強めた'、13) 

lJCOMグループのj：要事業は， モ）、ローラ仕

U)携幣屯晶の輸人販ん (TotalAceぃsl‘ommunl“ 
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cation Co., Ltd.｝てあるが，同時に「ワールドへ

ージ」の名前て知られる無線呼び出し電話（ホ

ケ J トヘル）の事業にも進出しているっさらに

将来は，衛星を利用した付加価値通信サーヒス，

PC'.¥事業 (PersonalCommunication Network)、

通信衛星の打ち上げにも進出する計画を持つ。

l993年現在のグループの傘下企業数は10社ぐ，傘

下企業のなかには，損害保険，冷凍倉庫，不動

産事業も含むか，主力はあくまで情報通信産業

てあるぽ i)2

以上2つのクループは，通信機器の輸人販売

や製造から事業を輿したグループであったくこ

れに対して，チナワット・グループと同様， コ

ンヒュータの設営・保守サービスから出発した

クループか， シャスミンてある旧5，↓同グルー

プは，アディサーイ・ホッタラミック (Adisa1

Bottharamik, ［学博士）を中心とする複数のタ

イ人工ンシニアか1970年代に設立した 2つの会

社を軸に，コンヒュータの販売・設営，システ

ム設叶を手掛けてきた(i't6)，その後， 1988年に

は付加価値通信サーピスに進出し (AcumenCo＊崎

Ltd.), 91年にはCPグループと共詞て長距離無

線(j)分野にも進出を果たしているり「 7!9〉 i皮らは．

さきに紹介した地方屯話 100Jj[r:1]線ボ業にも，

ロ'Jクスレイ社と共同で参加してし 1る。

ロックスレイ・クループは，通伯機器の販売

とコンピュータ・サーヒスの両方の事業から，

ケーフル TV(Thaisat Ltd*)，無線呼ひ出し＇直

話(LoxleyPagephoneい）．` I、td、)，地方電話[111線

(Thai'「elephone& Telecommunication C叫

Ltd)へと進出したグループである (iE8 i, したか

って， さきの分類てはIAIとIB10)双hU)Iヽ ターン

に所属するか， In」時にCの特徴も備えていた9-

とし，う(})も， Inlクループはタイて最占かつ屈指
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の金融財閥であるタイ農民銀行＝ラムサム財閥

の傘ドに人っているからである層91n

同グループの中核企業てあるロックスレイ社

は， 1936年に設立されたタイ系商社のハイオニ

ア企業てあり，当初はコメの輸出を行なってい

た。その後，ヨーロッパから機械機器の輸人を

開始。とりわけタイ空軍に対して戦閥機， レー

ダー，電子機器などを納品し， タイでは最大手

の国防産業関連商社に成長しtこまた同社は，

輸人品の多角化を図るとともに，製造業（植物

油，化学製品，連動靴なと）や，エンジニアリン

グ事業への進出を果たした(rtl(1) そして198(）年

代には，エンジニアリング事業U)一環として，

情報通信ネットワーク事業（カナダU）ノーサン・

テレコム社と共Iill) と，コンヒュータの販売・

システム設，it(IBM社と共同）にも事業を拡大

していく (:ill）。こうした経験か，現在の情報通

信産業参人のための重要な足かかりになったこ

とは，容易に推測ができる。

さて，以 1：紹介してきた 4つのグループ，そ

して後述するチナワット・グループに相共通す

る特徴は，＼ヽずれのクループも程度の差はあれ，

企業内にコンビュータや通伯機器に関する知識

やノウハウを蓄積してきた点てある，ところか

198(）年代後半に人ると，ボ態は新しい展開を迎

える。これまで情報通信産業にはまったく無関

係であった既存の財閥か、 In]分野のr沿い成長率

と将来性に着目して，次々と参人してきたから

であったい

そ(})典型は，ケープル TV（香港ヘー J、U)Sl‘ 

ARTV)や通｛り衛屈打ち上けに進出しようとし

て挫折した，不動産財閥タナヨン・クループの

rH例に見し＼たすことがてきるいi]2ヽ ｝。また， イキ

リス(})CAWti: (Cable and Wireless plclと組ん

4•.J- ワ・ノ lヽ・クループ

て，データ通信サーピス事業(CompunetCorp.) 

に参人したバンコク銀行も，そのひとつであ

る（汁］3¥。そうした非通信系企業のなかで。今日

もっとも積極的に情報通信産業への参人を図り，

かつ成功を収めているのが，前節て触れた CP

グループたった。

2. CPグループとテレコムエイシア社

CPクループ(CharoenPokphand Group)は東

南アシア最大U)アクリヒ｀シネス・グルーフであ

り、 タイ国内ては，サイアムセメントやバンコ

ク銀行と並ぶ巨大財閥(J)ひとつてある情l4し同

クループは， もともと化学肥料や飼料の輸人販

光から事業を典し，飼料の同内生産を制覇した

あと，ブロイラー，アヒル，豚彎養殖エヒ，穀

物種子なと，アクロインタストリーのあらゆる

分野に事業を拡大してし';った。プロイラーや投

狛エヒをタイ有数の輸出品に育て上けたパイオ

ニアも， この CPグループてあるし

ついで1980年代後半に入ると， CPグループ

は国内外において｀積極的に事業多角化戦略を

展開しにこ U)なかには，国内における不動産

事業，セプンイレプンやサイアムマクロ社に代

表される流通産業，束部臨海工業開発地帯にお

ける什油化学事業なとが含まれる,,また中山て

は、アクロインダストリーJ)他に，伍油化学，

ヒール，オートハイ u)製造にも進出を果たして

し)る 'il.l:i)C Cl'グルーフの情報通信産業へU)進

出は、 まさにこうした事業多角化戦略のひとつ

として展開された

し`l)グループU)情報通｛け産業向け投責は。

1989年にチナワットやじCOMクループと共liiJ

て開始した無線呼ひ出し屯晶 (Forwpuinl[Thai-

land: Co.. Ltd)か最初である。しかし，本格朴J

な展開は鴫翌1990年に肖都圏・地方屯話回線事
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図 1 CPグループと1廿報通信産業 (1994年）
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Tota: Ar,cess 

Bangkok Electric 
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(Thailand) 

無瑶呼ひ出し電話
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Network 
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（注） 企業のtの年は設立年囀、金額は1993年現在u)登録資本金を小すa
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業を運営するために設立した CPテレコム社に

求めることができる。なお，この会社ぱ1990年

末に，「テレコムエイシア社」に名称を変更し，

さらに93年には株式公開会社に改組している

(TelecomAsia Corp. Public Co., Ltd.，以下TA社）

(it16) 

CPグループの電話事業は，第I節で紹介し

たように，最終的には首都圏200万回線事業の

みに縮小を余儀なくされた。しかしこのことに

よって，同グループの情報通伯産業への意欲は

そがれたわけでは決してなく，むしろますます

積極化していったと考えられる。具体的には，

1991年12月にグループ全体の情報通倍産業向け

投資会社として，テレコム・ホールティング社

(Telecom Holding Co,, Ltd.，以下TH社）を設立，

TA社を資金的に支援するだけでなく，長距離

無線，付加価値通伯サービス，ヒデオテックス，

光ファイバーケーブルなど新規事業へも，次々

と投資を行なった。その事業展開は図 lにポし

たとおりである（前出表4も参照）。

CPグループの情報通信事業部門を支える TA

社と TH社は，前者が株式公開会社，後者か

非公開会社とそれぞれ会社形態を異にするが，

取締役会議の構成員はほほ直なっている (rt17)。

しかも， TA社の役員17名のうち15名， TH社の

役員16名のうち14名が， CPグループからの派

遣であった。このなかには， グループ全体の総

帥であるタニン・チアラワーノン (ThaninChia 

rawanon,謝国民）をはしめ，チアラワーノン

一族計5名が含まれる。この点は，傘下企業の

経営に削業者一族がまった＜参加していないチ

ナワット・グループとは大きく異なっているの

で，注認を促しておきたし） （後出図5'参照），〉

ただし，情報通信事業全体を統轄する「事業本

チナワソト・グループ

部長ーには， CPグループの経営近代化をこれま

で主導してきた専門経営者アート (ArtTaolanon, 

工学博士）が就任した。

さて，タイの通信業界に大きな衝撃を与えた

のは， 1992年9月に公表された，中国政府（郵

軍部）と CPグループ共同による通伯衛星の打

ち上け叶画である。新聞報道によると， 1994年

から95年にかけて，中国は 2つの通信衛星（通

称， APSTARI, II) を打ち上げるか， この事

業に CPグループの香港法人(ChiaTai lnterna-

tional Communication Co., Ltd.）か， 2億 US'9.

(50億，）を投資し，見返りにトランスポンタ

- （屯波中継器）を使用するというものであっ

た(It l H I ●’ 

ところで．タイからの通伯衛星打ち上げにつ

いては，チナワソト・クループか1994年から向

こう 8年間にわたって，事業の独占権を運輸通

伯省から供与されていた。したがって，契約に

従えふ本来チナワット以外の企業は通信衛星

事業に進出できないはずである。にもかかわら

ず， CPグループが進出しえたのふ第 1に`

今回の衛星打ち上げの主体が中国政府であった

こと，第2に，「APSTAlく」の軌道位謹か，チナ

ワットの打ち上けた衛星'THAICOM」の軌道

位置と異なるため，運輸通信省とチナワット間

の契約条項には抵触しなし;という「抜け穴」を

ついたことの2点による (itl9)。その結果， CPグ

ループは，通伯衛星とこれを利用した付加価伯

通信サービスという，もっとも将来性の高い分

野への橋頭堡を確保するに至った，

3. 戦略的事業提携と外国企業

それでは，タイ系通信企業グループの事業拡

大0)特徴はどこにあるU)力＼通信機器分野に関

する知識・ノウハウと．政府機関・軍に対する
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結ひ付きか，情報通信産業への参人に際して重

要な役割を果たしてきたことは，サーマート，

じCOM,ロックスレイ各グループの事例からも

容易に推測できる。しかし，技術ノウハウがあ

るからといって，必ずしも当該分野で成功する

とは限らない。

たとえは，地方電話100万回線事業に進出を

図ろうとしたB ・グリム社は，現在20社を超え

る企業を傘下に有し，医療機器や頃電関係のエ

ンジニアリングに事業基盤を置いてきた。さら

に， 60年間にわたってドイツ・ジーメンス社の

タイ代理店を務め，電話事業進出に際しては，

同社の全面協力も取り付けていたり£20)。にもか

かわらず， B・グリム社が人札においてロック

スレイ社に敗退を余儀なくされたのは，タイ罠

民銀行を背後に持ち，タイ国軍と密接な関係を

保ってきたロックスレイ社が，資金力や政治交

渉力の面で優位に立ったからであろう。結局の

ところ，通信企業グループに要請されているの

は，政治力，資金）），技術力，海外企業との連

携という 4つの条件を結合する能力であった。

もっとも，こうした能力は，何も情報通信産

業だけではなく，他の製造業にも多かれ少なか

れ見られる条件である。したがって，通信企業

グループの特徴は，もっと別な側面に求める必

要がある。この点について．筆者はとりあえず

3つの特徴を指摘しておきたい。

まず第1の特徴は，巨額の投資資金を賄うた

めに，彼らが積極的に証券市場を活用している

事実である。もともとタイのファミリービジネ

ス型財閥の場合．一部のグループを別にすると，

株式公開に消極的か，公開しても非中核企業か

ら始めるのか通例であった（注21）。また非公開の

場合，資金調達先は所有家族の人的ネットワー

クに依存することが多かったと言える c

ところが，通信企業グループの場合には，

1990年代に入ってから次々と，グループの中核

企業を証券取引所に上場し，国内外の資金を積

極的に取り込む方針をとった（表5,参照＼株

式上場・増資の際のキャヒタル・ゲインや転換

表5 タイ情報通信企業の株式公開 (1993年現在）
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企業名 設立年月

Shinawatra Computer and 1983. 6 

Communications 

Technology Application 1986.11 

Advanced Info Service 1986. 4 

International Broadcasting ]()85. 9 

International Engineering 1953. 5 

Samart Corp. 1989. 9 

United Communic;ition Industrr 1:)80. 6 

TclecomAsia Corp 1990.11 

Shinawatra Satellite 1991.11 

』- ・』-

虞年：丁―資本金
I (l(）0万I、‘ーツ）
I 

1990. 8 1,000 

1991. 3 130 

1991.11 500 

199'Z. 2 180 

1992. 2 120 

1993. 3 800 

1993 400 

1993 20.000 

1993.12 1,400 

（出所） Securities Exchange of Thailand, Sarup Kho-sonthet Borisat 

Chot-tlzabian Borisat Rap Anuyat 2535 [1992年版上場・上場認可

介業情報壮ti、＼（Jl.2 (Bangk(）し 1993)ほかより筆者作成。
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社債の発行が，咀要な資金調達源になっている

のである（注22)。CPグループやロックスレイ・

グループなどに比べて，資金力ではるかに劣る

サーマートや UCOM, チナワットなどの新輿

グループが急速な成長を遂げているのは，傘下

チナワソト・グループ

企業の高い収益性にも依っているか，タイ証券

市場の発達が彼らに幅広い資金調達を可能にし

たからにほかならない。

第2の特徴は，表4や図2が示すように，通

信企業グループ間で広範な共同出資関係が見ら

図 2 通信企業グループの共同事業と外国企業の関連

事業 出資関係

無線呼び出し電話

Fonepoint 

(Thailand) 

長距離携帯無線

Radiophone 

携帯電話

Total 

Access 

携帯電話

Advanced 

Info Service 

パラボラアンテナ

Samart 

Satcom 

地方電話回線

ロニl

企業グ）レーフ

（出所） 新聞報道なとから箪者作成。

外国企業／技術提携含む

アメリカ： NYNEX, AT & T 

ドイツ： Simens

日本： NEC, 富士通

アメリカ： Motorola

日本： NTT

アメリカ： IBM, AT & T 

ノルウェー： NokIa 

シンガポール： SingaporeTelecom 

オーストラリア： OTC

日本： NTT, NEC 

スウェーデン： Ericsson

カナダ： NorthernTelecom 

オーストラリア： PacificNetwork 

香港： Hutchison

4I 
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れる点である。たとえは，無線呼ひ出し電話の

コンセッションを取得したフォーンポイント社

の場合には，チナワット， UCOM,CPの 3ク

ループが出資していた3 また，ジャスミン・ク

ループの場合には．長距離携帯無線事業を CP

グループと｀地方電話回線事業をロックスレ

イ・グループと，それそれ共同で行なってし＼ろ c

タイの情報通信分野に見られる大きな特徴は，

コンセッションによって自由競争か制限されて

いること，そして新規分野てあるがゆえ（こリス

クも大きしヽことの 2点にある。そのため， ‘廿然

ながら通信企業の間ては， リスク分散とコンセ

ッション取得をめぐって協調行動か生まれやす

くなる。競争企業間の共l0]出資ふまさにその

表われてあったし

加えて，より典味深い点は，こうした協調行

動や共rril事業か，従来のように血緑，地緑，友

人関係といった人的関係ではなく，より目的合

理的な戦略にもとついてなされている事実であ

る。その点を如実にぶしてしヽるのか， 1993年に

成立したチナワットとサーマート，そして CP

とUCOMの間の，企業グループ間における全

面的な事業捉携てあった。

たとえば，後者を例にとると， CPクルーフ

O) TH社は，しJCOMグループの中核会社てあ

るUCOM本社の株式 (6.25;,) を取得し， lnj

時に他O)+会社4社にも出資する。これによっ

てCPグループは，じCOMグループか内部に

蓄積した通伍機器の技術ノウハウや携帯咆 u古

の販売網を利用する。他｝j, じCOM社のJiふ

Cl'グループの通伯衛柑「APSTAR」を優先的

に使用する権利を取得し，将来の付加価値通に

サービスヘの足かかりを得るい12ぷ

1993年12月に公表されたこの巾業提携は｀ t}と
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して血緑や同郷にもとづくものではなく，また，

巨大財閥てある CPグループかじCOMグルー

プを三テイクオーバー」したわけでもなかった。

むしろ，アメリカの経営学か “strategicalli-

ance"と名付けた競争企業間の協調行動に似て

いる。事実，タイのマスコミ｛よ通信企業グル

ープ間：こ見られるこうした行動を，最近ては

r戦略的事業提携」 iphanthamitthurakit yuttha-

sat)と呼んてし 1るぃt24)0

第 3の特徴は、外国企業とり相互補完的な関

係てある 情報通伽産業のように邸い技術力を

必要とする分野ては，外国企業との連携は必要

不可欠てある。こうした場合、 タイ側にぱ技術

導人，プラント輸人，合弁事業， OEM（相手先

フラント使用U)製造）なとt)くつかの選択肢か

考えられるが，自動車，電子，石油化学のよう

に技術集約度の高い分野ほど，外国企業の支配

か強まる 0)が通例てあった。ところか，情報通

信産業ては，外国企業か一方的に支配するとい

う関係はまだ見られなし％図2か示すように，

各通伍企業グループは，複数の外国企業と提携

関係を結ひ，屯話交換器や通1言機器の製造・輸

人，エンジニアリング，事業サーピスなとノヽ一

トとソフトの両面て；個別に外国企業と契約を

結ふリ）か一般的たったからてある 換言すれは，

屯業全体を統合する上導権は，国内企業に保持

されてし＼た

もっとも，こうした事業形態か日j能なりは，

タイの通佑企業クループか通信機器U)製造や技

術開発を直接担!iするのではなく，コンセソシ

ョンの取得と巾業全体の統合・運営に特化して

し→ためてあった。そU)点、事業サーヒスと並

行して，企業内部て遥f“ri技術の独自開発も進め

てきたアメリカ U)AT&T社や日本の NTT社
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とは，根本的に違うのである。したがって，タ

イの通信企業グループの成長は，基本的には

「技術開発者」ではなく「オルガナイザー」と

しての能力に支えられてきたとJiえよう。それ

はタイ企業の強みであると同時に，限界でもあ

った。

（注 1) タイ系通佑企業グループの発展については，

次の文献か参考になら TaraSiam, Tl/(li Telecummu-

nication，ヽ， pp.171-254/"Aphi-maha Thurakit Dao 

thiam’'［特集：超大規模事業の通信衛星］， KhuKhaeng 

［競争者］， 23Feb. 1991/Somwan Udomsriloet, "Kan 

Tham-thurakit Khluen nai Huang Awakat"［人気

鵬）電波事業］． PlllICi叫如nRaiduan, vol. 9, no. 1IJ6, 

July 1992, pp. 88 IL!. 

（注2) Tara Siam, Thai Telecommunications, pp 

215-224. 

(it 3) Ibid., pp. 246 248. 

は 1) UCOM社の品lj社長からU噸者による聞き取

り調在 (1993年10月，東京）／TaraSiam Business In← 

formation Ltd., Thai BぬinessGroups 1992/ 93: A 

Unir1ue Guide to閻 oOwn.~ What (Bangkok, 1993) 

p. 17. 

（注5) Tara Siam, Thai Telecommunications, pp 

193-202. 

（注6) この2つの会社とは， 1982年設立U)Jasmme

International Co.. Ltd.と． 84年設立u)Siam Teltech 

Computer Co., Ltd.である。

（注7) アキュメン社(AcumenCo., Ltd.）について

は， TaraSiam, Tlzai Telecommunications, p. 129/ 

Sorn wan, "Kan Tham-thurakit Khluen.... " pp. 96 

り7

（注8) Tara Siam, Thai Telemmmunications, pp 

206-210. 

（注9) ラムサム財閥とロックスレイ・グループの歴

史的発展と関係については，末／貨昭・南原真『タイの財

閥ー• ファミリーヒジネスと経営改革 J Iい］文舘 l即1

:：l・ 策10章を参照)

（注10) Phacharaphon Changkaew, "Chinawat 

Pata Loxley : Khrai Khaeng Kraeng Khwa-kan" 

Iチナワット，ロソクスレイを攻撃 誰か競り勝つか

], Phu Chalkan Raiduan, vol. 9, no. 103, Apr 

チナワット・グループ

1992, pp. 138-139. 

（注11) 0 、Jクスレイ・クループ傘下のコンピュータ

関連会社は， ProfessionalComputer Co.. Ltd., Sys-

terns Organization Co., Ltd. など~t4 社てある c

（注12) 同グループ（総帥モンコン・ガーンチャナバ

ート (MungkhonKanchanapat,黄f明〕）は，もとも

とタイて時計の輸入販売を行なっていたが（ムアントー

ン社：MuangThong Co., Ltd.〕)，のち香港に拠点を

移し． SteluxGroupの名前で時計や不動産事業を発展

させた。 1970年代に入ってから，モンコンの息fたちが

タイで不動産投資を開始。長兄のアナン (Anan.黄創保）

がハンコクランド・グループ(BangkokLand Group, 

1973年設立）を，次兄のキリ (Khiri,黄創山）がタナ

ヨン・グループをそれそれ率い呵両者を合わせた資産

は，タイ不動産グループのなかでは最大と報告されてい

る。 I口JグループJ)詳しい発展史は， NopNoranarot. 

"'.¥,1uangthong Thani Yuk Hong Kong Mawai Thi-

ni"]ムアントーンターニー・グループ，香港の事業をタ

イに持ち込む:̀ PhuChatkan Raiduan, vol. K, no. 84. 

Sept. 1990. pp. 114-126. 

（注13) コンピューネット社＼CompunetCorp.）につ

しヽては， Somwan,"Kan Tham-thurakit Khluen...,'' 

pp. 95-96. 

（注14) CPクループについては，末廣・南！原 rタイ

0)財閥..…ヽ 』第2章および， TanSetthak1t ed.. CP 

. Thurakit Rai Phrom-tlzaen [ CPグループーー終わり

なき事業拡大―-］ （Bangkok : Tan Setthakit, 1993) 

か詳しい

（注15) "Special Report: Doing Business in Chma. 

Top Inve,torじharoenPokphand Shows the Way," 

Far Eastern Economic Review, 21 Oct. 1993, pp. 66 

70 

（注16) Tara Siam, Thai Telecommunications, pp. 

174-178 

（注17J lb瓜， pp.178-180 

（注18) "CP Ruk Susan Thua Asia, Ruwam Thun 

Daothiam 5 Phan-lan" [CP,アジア全域の通信網に進

出。通信衛星に5()j意アの共同出資」， PhuChat如nRai— 

wan [Hi:il紙・ Ji.配人］， 18Sept. 199'2, p. Lなお， CP

グループと中国政府の衛星事業「APSTAR」について

は，次の報告が詳しい。 ‘'SpecialReport : Star Wars, 

China's New TV Satellite." hir Eastern J,,'t:onomic 

Revieu,・l8 Aug. 1994, pp. i6・4ll 

43 



Ⅲチナワット・グループの形成

1995020044.TIF

（注19) Phu し~Jzatkan Rain-rm, 18 Sept. 1992. p. -1 

/Ibid., 7 Oct. 1993. 

(i主20) Phacharaphon, ・'Chinawat Pata Luxley 

," pp. 115-116 

（注21) タイ系製造業グループJ)なかて．＇社くから株

式の公開を進めてきたのは．サイアムセメント、サハ，

サハユニオンの3グループてある3 和黄・南廂つタイじ）

財閥……』第 l立第4章，第6章を参照，

（注22) Phacharaphon ・'Chinawat Pata Loxle, 

," pp. 118 130.通伍企業クループは，国際金融市

場（オフショア市場）の発達を背景とする｛プロシェク

ト・ローン」も，積極的に活用している

（注23) CPグループと UCOMグループu)事業提携

につし>ては，次の報道か詳しし)―℃Pl'hanuk L:C0:¥1 

Buk IT, Chap-mue Long-thun 5 Khlongkan" CP, 

梢報通信進出i))ためにじCOMに接近,o 5事業に共同投

資］， PhuChat如nRa瓜an,13 Dec. 1993, pp. l-し

（注24) 「戦略的事業提携」について：ふ タイ語経済

紙『日刊支配人』 (PhuCJ叫如nRaiwan)の199-1年1月

I・ 2 n号か．「今年は戦略的事業提携i))年」 ("Phantha
mit Thurakit Yutthasat haeng Pi''）と題して．詳細

な特集品事を組んた。同紙は、 こi))なかて百貨店や不動

産を含む計36の事例を紹介し，巾業拡大（l）直要な手段と

して，先進国i)) ＇戦略的提携」か増加している事実を指

摘している。

III チナワット・クルーフの形成

1. チナワット・グループの概観

筆者の調在によると， 1993年現在，チナワソ

ト・グループの主要傘ド企業および出賓企業は，

ilt22社に達する（表6，参照）。彼らの大きな特

徴は，傘下企業のほほすべてか情報通信産業に

関係している点てある。その点チナワソトは，

タイ系財閥に多く見られるーコングロマリット

型」ではなく． 特定産業特化型」を代表する

企業グループてあった。

チナワット・グループを構成する U)は、表6

かホすように，次の 3つの事業部門てあるml, -
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（1) チナワット・コンヒュータ＆コミュニ

ケーションズ社 (ShinawatraComputer and 

Communications Public Co., Ltd,)を中心とす

る，コンピュータの販売，設計・設営，保守

サーヒス事業。

(2‘， アトヴァンスト・インフォ・サービス

t土tAdvancedInfo Service Public Co、,Ltd.:

略称アトバンク：ADVANC〕社。以下この略称

て引用ずる）を中心とする通信事業。なお，

このなかには携帯電話や無線呼び出し電話，

テータ通信サーピスなどを含むぐj

3 インターナショナル・フロートキャス

ティング社 (InternationalBroadcasting Corp 

Public Co.、Ltd.）を中心とするケープルTVと

放送関連事業。

:1: チナワソト・サテライト社 (Shinawatra

Satellite Public Co.、 Ltd.)を中心とする通信

衛星事業，

［ふ チナワット・インターナショナル社

(Shinawatra International Co.. Ltd.)を中心と

する海外事業。

以上の 5部門がそれてある。クループの総帥

てあるタクシン (ThaksinChinawat)が，コンピ

ュータ 0)賃貸し事業を開始した0)か， 1982年木

てあることを勘案するならは，チナワソト・ク

ループがt)かに短期間に成長を遂けてきたかか

分かるたろう｀＇実際， 1988年現在の同グループ

の総資産合叶額ぱ 8億―，売上閥合計額は 2億

―にすぎなかったのか(iE21, 93年にはそれぞれ

352億 と163億に増大している（表 7，参照）

lい］し時期、これほと急速な成長を遂けたクルー

プは，ほかに存在しなし;

さらに191]グループは，きわめて高い利益率を

ることても知られる。表7から分かるように，



1995020045.TIF

チナワット・グループ

表 6 チナワット・グループの傘下企業

企業名

(1)コンピュータ販売・保守サービス事業

Shinawatra Computer and 

Communications Public Co., Ltd. 

ICSI Limited Partnership 

SCS Computer Systems Co., Ltd 

SC Telecom Sales and Service Co., Ltd. 

Samart Corp. 

International Engineering Co., Ltd. 

(2)付加価値通信サービス・移動体通信事業

Advanced Info Service Public Co., Ltd. I 1986 携帯電話セルラー900

Shinawatra Datacom Co., Ltd. I 19/l'.:' 付加価値通信サービス
Shinawatra Paging Co.. Ltd. I 1990* 無線呼び出し電話
Fonepoint (Thailand) Co., Ltd. I 1991 * 無線呼び出し電話

Universal Communication 

Service Co., Ltd 

(3)放送・メディア事楽

International Broadcasting Corp. 

Public Co., Ltd. 

Shinawatra Directories Co., Ltd. 

SC Matchbox Co., Ltd 

Shinawatra Pacific Direct 

Marketing Co., Ltd. 

International Broadcasting 
Corp. (Cambodia) Ltd. 

(4)通信衛星打ち 1•けと関迎事業

Shinawatra Satellite Public Co., Ltd. 

(5)情報通信事榮への海外投資

Shinawatra International Co., Ltd. 

Cambodia Shinawatra Co., Ltd. 

Lao Shinawatra Telecom Co., Ltd. 

Citadel Groupとの合弁事業

Himacha]社との合弁事業

（単位： 100万バーツ，％）

設立年 iI 事業内容
1993年

払込資本金出資比率

1983 Iこ） ／ピュータ販売・設営 I 693 i I 50.2 
システム設計

1982 Iコンピュータ販売・保守 10 90 

システム設計・サービス 45 33.3 

1990 コンピュータ・サービス 30 60 

1993* 通信サービス事業 450 4.05 

通信サービス事業 1 1, 5 

通信サービス事業

圏 :i IケープルTV放送事業

］叫lキ 1竜話娯の作成発行

1991 !グループの宣伝広告事哭
] 993 I 

1991 尋衛旦THAICOM打ち上げ

780 57.7 

1 8 (） 18 

150 60 

140 30.5 

25 

360 

50() 

8
 

1993 Iカンボジアでの放送事業 IUS$1M 

1,750 

19出 佑報西信事業の海外展開 叫 I

1993 カンボジアでの通信事業 US$1M 

1993 I フオスでの通信事業 200 

1993 フィリピンでの通信事業

1994 インドでの通信事業

55 

100 

75 

55 

70 

60 

100 

70 

70 

70 

40 

（出所） Shinawatraいmputerand Communication,.: Public Co., Ltd., Anmwl R1j)()rf 1993 
(BangKok ]991) ほかより筆者作成。

（注） （1）企吃名の＿fチックは中核企業を示すぐ (2)n足＼ピ年0)＊は，資本参加もしくは買収の年。 (3)出
資関係は，後出し）1ヌ14を参照。 (4)資本金しSSl'.¥lは100万USドル。 (5)…は不明c
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表 1 チナワット・グループの経営指標 (1990~93年）

（単位： 100万バーツ）
ー，-

企業・事業グループ名

11) Sh 
s 

(2)A<l 
A 

(3) !BC 

In 

(4I Shl 

ム合
I I nt 

ra (`omputer (;mup* 

1tra Computer and 
1umcations 

’r’ r(JUi) ＊ 

:d Info ServJCe 

p ＊ 

ional Broadcast111g 

ra Satellite 

1~(4) 
‘“ 

総資産

1993 1992 1 1990'1 1993 

］ 8,ド62 1 (）．9 7 4 3,756 10,439 
(:i,587) (4,322) (2,167) (4,612) 

t'-319 4,6:l8 3,861 
(7,431) I (4,J~l) (657: (3,060) 

l, 8 1 3 1,378 l, (）56 
(l. 6 ]'-)） ,(1, 133) (201) (829) 

6,』38 3. 1) 1 9 0, I 

, 3 5. 2 3 2 20,009 5,781 16,Z56 

（出所） 各企業の1992年版． 1993年版年次報告書より箪者作成。

売上高 利益

1992 199(I 1993 1992 1990 

6, 3 1 2 1,762 1.472 511 159 
(3,194) (1,630) (1,021) (684) (217) 

1.891 970 452 
(1. 3 6 2) i, 、3r3-) ' (949〉 (445) (-231 

1,781 148 160 
(491) (75) (124) (72) (199) 

（） II 

゜9,984 3,522 2,590 I, 12:l 276 

（注） ＊クループ傘下企業の合吋額をホす ただし， 199(I年の総資産，売［高，利益の合叶額は，

Shinawatra Computer and Communications Public Co., Ltd., Annual Report 1993 (Bangkok, 

1991) に掲載されたグループ傘下企業全体い数字を示す□そのため，（l）から(4)V「)合計額とは合致し
なし＼。ーは該当数字なし， 0は単位い下を表わ寸。

表 8 タイ 0)主要企業もしくは企業グループの評価 (1993年）

順位「―•一 総合評価

第 1位 BangkokBank 

第2位 1CP Group 

第 3伶旦匝lawatraGroup 
第 4イ＿LSi.! SiamしommercialBank 

第5位 'DusitThani 

第 6位 ISaha Union Group 

第 7位 PetroleumAuthority of 
Thailand 

第 8位 NationPublishing c;roup 

第 9位 ThaiAirways International 

第10位 SahaviriyaGroup 

曹ii が＿＿＿新へe]ー）対応 長期内将来性
: - I -．．～ -
Nat ion Publishing Group CP Group 

Bangkok Land I Shinawatra Group I 

Shinawatra (;roup l Bangkok Bank 
Dusit'「hani Saha Union Group 

Sahaviriya Crnup Natiu11 Publishing 
(; r {) l I P 

i 

他社からの評価
I 』••と

Land & Houses 

j Shinawatra Group / 

CP Group 

Saha Pathanapibul 

Sntha1 Superwarc 

（出所） “Asia's Leading Companieご'FaII;(l'ヽternf’、、(＇1)}mmi(K)(I’I9(1、じ． 30Ike. 1993 Ii Jan. 1994, 

pp. 62 63より筆者作成。

（注） 『ファーイースタン・エコノミック・レビュー』誌が専門家4000名に依頼して，アジア11カ国

の企業・企業グルーfo)うち， 1屡良企党］：i立200社(名国籍企殆90社，地場企業・企業グループ
110社）を選抜したも J)。評価韮準は，こ u)はかに］製品・サー：：：スの品質」「財政而0)健全性」

があるが，いずれもチナワット・グループは上位 5位に入っていないので割愛した。

グループ全体U)ヽ ］し上高利益率は， 199:2年が11セ， でた地位を占めていた ここに比最近のタイ

93年が16年という高さであった。売上高合計額 情報通信産業の成長性と，同事業の運営のみに

は，タイ系財閥U)なかてはいまだ15位くらいて 特化したグループの独自性が，如実に示されて

あったか，売上高利益率たけを見れは，抜きん いる。

46 



1995020047.TIF

チナワット・グループで利目すべきは，その

急速な成長や高収益だけではない。既存のタイ

系財閥と比較して，そのハイオニア性と将来性

が国内外において高く評価されている点も，指

摘されてしかるべきである＾たとえば表8は，

『ファーイースタン・エコノミック・レビュー』

誌が199:3年に初めて実施した，アジアにおける

国内企業（公企業を含む）と多国籍企業に対す

る経営評価と，そのランク付けの結果を示した

ものである。これによると．チナワット・クル

ープは，タイ系企業のなかでは「総合評価」で

第3位，事項別評価でも． 革新への対応」

期的将来性」「他社からの評価」の 3項目て．

高い評価を獲得した。

チナワット・グループを単なる新典財閥では

なく，革新的な企業グループと位置づける理由

がここにある＾この点は， タイの代表的政治誌

『週刊マティチョン山か．クループの総帥タク

シンを「第三0)波の騎：l:」と名付けたことから

も窺い知れるたろう c 因みに「第三の波」とは，

トフラーの有名な第三の産業革命＝情報通信革

命に，タイ定住華人の「第三世代」に属するタ

クシンを重ね合わせたものであったげ3I 0 

2. チェンマイのチナワット財閥

タクシンが牛まれたチナワット一族は，チェ

ンマイては，ニムマーンヘーミン，タントラー

ノン，サックダートンなとと比肩される名望家

であり，北タイを代表する地方財閥でもある

(It4）。また，タイで最初に近代的なシルク工場

を設立したのも (1932年），このチナワット一族

であった。現在でも，バンコク，チェンマイ市，

同市に隣接するサンガムペーン郡に，大規模な

シルク織物工場と展示即売店を所有・経営して

おり，「チナワットーの名称は「ジムトンプ’/

チナワット・グループ

ン」と並んで，タイ・シルクの代名詞にもなっ

ている。

タクシンの曾祖父て；チナワット一族の始祖

にあたるクー・スンセン (KhuSun-seng,丘姓）

か，東部タイのチャンタブリー県からチェンマ

イ県に移住してきたのふ 1908年のことであっ

た。当初は，チエンマイ地区の賭博税の徴税請

負に従事し，その後，北タイとビルマ（モール

メイン）間の交易にも進出した。チナワットー

朕u)事業が発展するのは，クー・スンセンの長

男チアン (ChiangChinawat, 1891 ~ 1983年）の

世代に人ってからである。なお，チナワット財

閥という時には，通常，このチアンを創業者と

みなす。それはともかく，チアンは，先染め糸

を使った木綿の農民服やシルクの織物の製造に

新たに進出し．この分野で大きな成功を収めた。

そして，チアンの子供の世代になると．シル

ク・綿の織物製品だけてなく，チェンマイ市を

珪盤に，商業銀行の地方代理 (1957年），私立

学校経営 (58年， 66年），手工芸品の製造販売

(64年），市内バスの運営 (69年），百貨店経営

(75年），映画館経営 (78年）などに，次々と事

業を拡大していったは5)。また，シルク織物工

場があるサンガムペーン郡には， 3000ラc(480;:.n 

を超える広大な土地を所有し，最近では「チェ

ンマイ・ホリデイ・リソート」なと，不動産事

も展開しているほ 6!O

図3は，チナワット一族の家系図と家族内の

事業分担を整理したものであるほ 7)。図から分

かるように，チナワット一族は，ビジネスだけ

でなく，地方政治においても強い影響力 (ithi-

phon)を発揮しており，チェンマイ県出身の国

会議員，市会議員，警察贔官なとを輩出してき

た，＂ とりわけ， 5男のスラ Jくン (Suraphan)は，
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図 3 チナワ、Iト一族の家系図

セン (Seng)＝トーンデ 9

徴税請負人 4男 5女

長女 I ケムトーン 1 

會チナワット・タイシ）レク工場（ハンコク）所有

長男

長男 I チアン I 
〈1891~1983)

I サック 1 

寅チェンマイ県醤察特別大佐

次男

セーン ・商業一舷

3卑

次男 I ヒアウ I 
チェンマイ王族

*J ゞい•タヤ フー ーケソト (J) •コンヒュータ
シルク店経営 清報通信産業

4男

3男

長女

次女

I レソク 1 

I セーンギム 1 

I ムイチアン 1 

＝ワニ・j ト・タンス／・ーヨ／

I スチェート 1 

＊チェンマイ市会譲員，建築請負
＊チュラーロンコーン大学工学部卒

5男 I スラハン I 
賣チナウ J ト・タイシルク社（ハンコク；社長
＊チェンマイ県出身国会議員
・トイツで染色フリントの研究

次女

賣サンガムヘーン郡の伝紐シ）レク工場経営

3女

＊チェンマイ市内のチナワソト・ンルク店経営

4女

5女

・栢；出向けガーメント工場怪宮

6卑

・日本て染色，緑機の研究

（出所） Thi-raluk khong Nai Chiang Chinawat ~•チアン・チナワ／卜の葬式頒布本］ （Chiangmai. 12 June, 
1983)より買者作成ひ

1976年にタイ民族党（チャ

として，

トタイ党） U)メン I¥

チェンマイ県から総選学に出tもし，

5回連続国会議員に廿選している (;iド）＜

称リアン・ラ I、)は、

経＇常してしヽ るが．

現在， 観光地ノfッタヤ

ーとプーケ・‘I 卜：こあるチナワ・ソト・シルク店を

そのプンラート U)息j'上にあた

さて，
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クシンに「第：：：：^ 0）波の騎上． Jの別称をマスコミ

が与えたのは，彼がチアンから数えてチナワ、J

ト一族の第三世代に属したからにほかならない。

3. 警察局時代とコンピュータ事業

タクシン (1949年7月26日生まれ）は，自身の

回想によると，もともと一族の主要事業である

シルク・綿の織物よりは，機械工作により興味

を抱く少年であったという。そのため， 16歳0)

時に，父が所有する皮革工場の経営を任され

たものの，まもなく放棄し，陸軍士官学校予科

（陸海空軍と警察のf備学校）人学の道を選んだっ

1年後に警察大学校に進学， 1973年 (23歳）に，

警察大学校第26期生として卒業している。卒業

時の成績は全学年で 1番てあった lii'.9)0

タイては，陸海空軍の各l：官学校と警察大学

校4校の卒業成績優秀者は，海外奨学金を受給

できるという特典がある。これを利用して，タ

クシンもアメリカ・ケンタッキー小卜1の大学に留

学した。語学に堪能であった彼は， 1年半で修

士課程を修了し，帰国後は一時，警察大学校の

教官を務めたりした。その後， 1975年には内

務省警察局情報処理センター (SunPramuwan 

Khao-san)に移籍し，翌76年には再びアメリカ

のテキサス小卜1に留学して，博士課程で語学とコ

ンピュータを専攻した。そして， 3年後にはコ

ンピュータの分野で博士の学位を取得した(it!O)0 

帰国したタクシンは．警察局情報処理センタ

ーに復帰し， 1981年には同センターの所長に就

任している。その後，彼はアメリカで学んだコ

ンピュータの技術知識を生かして．犯罪データ．

交通事故，そして膨大な自動車登録データの屯

算処理の仕事に取り組んだ。 1987年から始まる

「警察局情報処理電算化第1次5カ年計画」の

基礎を築いたのがタクシンであったことは，記

チ＋ヮゾト・グループ

悟にとどめるべきであろう灯中11)0

ところが，この過程でひとつの問題が発生す

る。コンピュータの供給元であるタイ進出の

IBM社は．メインフレームを警察局に売却す

ることを希望し．他方，警察局の方は，予算不

足から低料金による賃借方式を要望し，両者に

ミスマッチが生じた。こうしたミスマッチは他

所ても生じていたため，タクシンは IBM社か

ら製品を購人し，タイの官庁・国営企業にコン

ピュータの賃貸しと設営・保守のサービスを行

なう新事業を思い付くのである。これが，のち

にグループ全体の事業の出発点となる ICSI社

(ICSI Limited Partnership)の発足の経緯であっ

た川l2i0 なお． この会社は1982年12月，資本金

2(）（）万／ーで設立されたか，当時れっきとした国

家公務員であり，警察将校てもあったタクシン

自身は，「公務員兼職禁止規程」に従って．経

営陣のなかには名前を連ねていない。

タクシンは翌1983年6月に， ICSI社（有限会

社）の事業を発展させるために，チナワット・

コンヒュータ・サービス＆インヘストメント社

(Shinawatra Computer Service & Investment 

Co., Ltd.: SHCSI社）を「株式会社」として新た

に設立した。同社は，その後何度か名称と組織

変更を重ね，最終的にはグループの中核となる

チナワット・コンピュータ＆コミュニケーショ

ンズ社（前出）に発展していった。 SHCSI社は，

茸初チュラーロンコーン大学I})コンピュータ・

センターに IBM製品を納品し、まもなくタイ

国鉄り）コンピュータ事業を閲貞うことに成功し

た。そして， 2年目まてにit8カ所の大学，官

庁．国営企業のコンピュータ・サービスを引き

受けることで，その後の事業拡大の足がかりを

築くのである直13)。
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典味深いことに，タクシンか事業を開始する

にあたって，「本家筋」とも己うべき北タイの

チナワット財閥0)資金や， 一族の政治的人脈を

利用したという報告はされていない。むしろ，

タクシンの事業拡大は，親の世代が築いた人的

ネットワークではなく，①彼自身のコンピュー

タに関する技術知識，②警察大学校時代に培っ

た人脈，③アメリカ留学時代に作り上げた IBM

社や主要通信企業， NASAとの密接な関係，そ

して，④内務省腎察局時代に彼が習得した官庁

0)煩雑な事務手続きや発注0)仕組に関するノウ

ハウに由来していたと考えられる。とりわけ④

は，タクシンが通伯関係のコンセッションを次

々と落札する上で，与って力かあったと』われ

る庫14)0 

したがって，タクシンの事例は，従来の財閥

と異なる独自の展開とみなすことができよう-

本稿で，タクシンの事業を「Illチナワット［オ閥」

の延長ではなく，「チナワット通信産業グルー

プ」として別個に取り上げた理由も，そこにあ

る＇.＼

（注1) 1991年の時点ては，海外事業を除く―四事業

部制J をとっていた。「全開アジアパワー・財閥＆ビッ

グヒジネス ーーチナワット・コンピュータ＆コミュニケ

ションズ（タイ） （上） ーCl!舒肖業新聞』 199lり

9 I l 171 De 

(iJ: 2) Securities Exchange of Thailand,泌rup

kh()-sonthet Bori.~at Chot-thabian Borisat Rap Anuyat 

邸 15[1992年版 ［場• L場認lij企業1月報集］， vol.2 

(Bangkok. 199:l). pp. 267, 288, 4出より筆者集社

（注3) "Thaksin Chinawat: J¥ssawin haeng Kh-

lun Luk-thi-sam (1) (12)"［タクシン・チナワット

一ー第二の波の騎士（ 1)~(12) -・・ ]. Matichon Su/-

S(II）{j(l, 3 Apr 1992 2(i June 1992 なお、この連載闊i

は補筆ののち、 SorakonAdunyanon, Tfwksin Cl1infl 

wat: Assa11•in Khlun Luk-thi-sam (Bangkok : Mati-

chon, 1993)とし)う単行本にまとめられた。以r,Sora-
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kon, Thaksin Chinawatとして引用する。

（注4) チナワット一族を含む北タイの財閥発達史に

ついては，次v)文献を参照。 PraiooChananon. Nai— 

/Jzun Phoklw kap Kan Ku-tua lae Khayai-tua khong 

Rabop Thun-niyom nai Phak Nua khong Thai Pho. 

So. 2,164-2523 :北タイの商人と資本主義制度の形成拡

大， 1921~80年］ （Bangkok : Sangsan, 1987)．また，

チナワ l ト一族の事業拡大史としては，次の文献がもっ

とも詳しし忙 PraniSirithon Na Phatthalung, Phu 

Bukboek haeng Chiangmai［チェンマイのパイオニア

たち］ （Bangkok : Ruangsin, 1980), pp. 168-222. 

直 5) Praioo, Nai-thun Phokha..., pp. 53-54, 

l(）4-1 05. 1 48 

（注6J Honsai Group,立()(） SetthiMuang Thai : 

Phumiphak［タイの200富豪一ー地方篇―--]（Bangkok, 

n.d.), p. 153 

（注7） チナワットー肢の家系史と家族内u)事業分担

については， Thi-ralukkli(）}以 NaiChiang Chimuりat

［チアン・チナワットの葬式頒布本］ （Chiangmai, 12 

June, 1983)，が参考になる。また，最近の家族内事業

分担は BonsaiGroup, 200 Setthi Muang Thai. _., 

pp. l~!.- l̀］4 

（注け） スラパン・チナワソトは， 1976年， 79年， 83

年， 86年， 88年と 5回連続，国会議員に当選している。

Thanet Charoenmuang, "Ra bop Setthakit kap N ak-

thurakil nai Phak Nua Tonbon"［上部北タイの経済

体制どt業家],mimeographed (Chiangmai : Chiang-
mai University, 1992), pp. 87 88 

（注9) Sorakon, Thaksin Chinawat, pp. 14-17. 

（注10) Ibid., pp. 20-22. 

（注ll j lhid., p. 24. 

（注!:?I !bid., p. 25/ "Somphop Amatayakun : 

Nai Sathanakan'Samong-lai'thi IBM''［ソムポッ

プ・アマータヤグン一ータイ IBM社の「頭脳流出」 0)現

状].Phu Chatkan Raiduan, vol. 8, no. 85. Oct. 

1990. 

（注l::P Sorakon, Thak心nChinawat, p. 26/ "Shr-

nawatra : A Telecommunications Success Story," 

Bangkok Post, 4 Feb. 1992. 

（注lll Sorakon, TlwkちinChinau.'<lt, pp. t:・17 138. 

なお` 1994年lO月，チュアン政府はパランタム党J)党首

チャムロン・シームアン (ChamlongSrimuang)を副

首柑として人閣させるため，大幅な内閣改造を行なった。
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その際， タクシン・チナワットも外務大臣として人閣し，

彼の政治的人脈の広さを証明したu また，この時実施さ

れた「閣僚の資産公開」ては，タクシンの資産がじつに

572億―（約2700億円）に上ることか判明し，タイ囚民

を驚かせに MatichonSutsapda, vol. 15, no. 744. 25 

Nov. 1994, p. 10 

N チナワット・グループの事業拡大

と所有・経営

1. ケープルTVと携帯電話事業への進出

コンピュータ事業がほぼ軌道にのった頃，タ

クシンは，相次いで通信事業分野へ進出したe

事業拡大年表（表9)が示すように， 1985年か

ら86年にかけて，彼は①無線呼び出し屯話(PA

CLINK),〈2）ケーブル TV，③携帯電話の 3つの

分野に，次々と企業を設立している。実際にケ

ーブルTVや携帯電話の事業が認可されるのは，

チャートチャーイ政権 0988~91年）以降であ

るが， タイ通伝公団やタイ電話公団に対する慟

きかけは，ロックスレイ社などと並んで，タイ

の通信企業グループのなかではもっとも早かっ

た。

ケープル TVへの進出は， 1985年に IBC礼

(International Broadcasting Co.. Ltd.）を設立し

た時からである。この時，たたちにタイ通に公

団に放送事業の許可を中請したが，認可をとり

つけるまでには至らなかった。タクシンにチャ

ンスか訪れたのは．警察局時代に知り合ったチ

ャルーム・ユーバムルン (ChaloemYubamrung) 

Jじ警察大将（さli時，ムワンチョン党党肖）がチャ

ートチャーイ内閣の閣僚に就任してからであっ

た。彼はチャルームを媒介に再度，タイ通信公

団に働きかけ， 1989年にケーブルTVの放送権

（ハンコク， 20年間）を取得し， 1n]年 9J Jから放

送を開始したり｝］）。

チートワ 1 ト・グ！レープ

ところが，まもなくタイ通信公団によるIBC

社へのTV放送権の供与が国会で問題にな

り，翌1990年6月には，サイアム放送社(Siam

Hroadc；氏tingCo., Ltd.）に対しても，ケーブル

TVの仮放送権が与えられた（公式には， 91年

5月）。同社は不動産財閥タナヨン・クループ

の総帥キリ・ガーンチャナパートが設立した企

業で，「タイスカイ TV」の名前て1992年初め

から放映を開始した(ii-＿2i。そして，以後2年間、

チナワットとタナヨンの間では，「ケープルTV

戦争」と呼ばれる激しい競争か繰り広げられる

ことになる hl:｝）。

チナワットの IBC放送は，スポーツの中継

や国際ニュース（英語とタイ語）に力点を骰き、

アメリカの CNNをはしめ， CI¥B,ABC,日本

U) NHKなどと提携した。とりわけ， 1990年未

以降の湾岸戦争の報道（とくに CNN)を契機に，

いっきに加入者を増加させたと言われる •3 -Jj, 

タイスカイ TVの方は，香港0)TV専門家を経

常陣に拓聘し，国内ニュース，世界美人コンテ

ストの同時中継や香港映画の提供などによって

対抗した；しかし，後発組のタイスカイ TVは亀

タイ社会の新しいニーズに応えることができす，

結屁、 1993年まてに敗退を余儀なくされた。

1993年末現在のケーブルTVの加入者数は10

Ji4000名，うち10万名 (96ぢ）か IBC社と契約

している IBC社ぱ現在，英語版．タイ語版U)

ニュースのほか，映画，芸能，スポーツの計 5

つのチャンネルを持ち， 1993年12月にふバン

コク首都圏だけでなくタイ全土の放映権も取得

した。また．同し時期には．ラオスの首都ビエ

ンチャンにおける放送権も取得して，海外事業

にも乗り出してし‘る (it1, 

ケーブルTVの放送と並んで，この時期チナ

5I 
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表 9 チナロット・グル＿、プの事業拡大年表 (1982~93年）
-. 

1982年12月 タクシン，コンヒュータ販売会社ICSILtd., Prt.を設立。

1983年 6月 Shinawatra Computer Servict、&InvestmentCo., Ltd、（略称SCSI社）を新設する。

タイ国鉄，チ上ラーロンコーン大学などに納品C・

1984年 2月 SCSI社をShinawatraComputer Co.. Ltd.（略称SC社）に名称変更。

1985年 6月 アメリカのPacificTe応 isEngineering Co.. Ltdと合弁で，無線呼ひ出し電話事業に

進出， “PACLINK” て知られる。

9月 International Brnadcasting Cぃ Ltcl（略称IBC社）を設立。

198fi年 4月 Advanced Info S€rvic€ Co, Ltd・ （略称Al)VANC社）を設立。準帯電話事業に進出3

1987年12月 タクシン警察中将ー，竺察同企画課を退職。

1989年 3}l IBC社， タ・イ通仁公戸上りケーブ，しT¥'放送権を取得。 9月より放送c

199l)年]I J Shinawatra Datacornい）， Ltd.〈ンンカホ書～）レ・テレコム社と合弁）を設立，）データ

通信事業に進出。

6) j Digital Paging Servi(‘（もい， L国を買収， ShinawatraPaging Co.. Ltdに改組。無

線呼び出し屯詰事業に進出：

8月 SC社を証券市場に上場e 情報通化 I空業閃係ではタイて最初。

9 JJ ADVANC社，吼需庫店 セルラー（)()()I(J）＋！ーヒス開始。

1991年 4J J AT & T Dircctori(＇ヽ (Thailaml) （，9(l, Ltdの株式の42％を取得 電話賑作成事婆；、一

進出。のちShinawatraDircctnriC'、C(）.， Ltdi ：改称。
6月 Fonepoint (Thailandl Co., Ltdに出資，鮨線呼び出し電話事業。

9月 SC社を， ShinawalraComputer and Communications Co、,Ltd．に名称変更。 93年 1

月，株式公叫会社：：改条ll。

10月 バンコタで開催ざかる世銀紛会豆）無線呼ひ出し電話端末器り独古的供給を大蔵省から

認可される｛

11月 Shinawatra Satelliteじぃ Ltct左設り： 衛星打ち上げ出業に進出（事業の認，口］は同年

6 } 1) 0 

1992年 ll l 地力屯話l(9)11万同線市業に人札すもか，ロック 7、レイ・グルヽ ー＇プに敗退。

9月 Shinawatra Datacom,戸ータ通{；;41ーヒス左，首都圏から全匡：こ掠大。

199'.i年 2I j カンホジア J) テレピや放送事笑（国貯カンボジア放送ft ：チ •J- ソット 7(）胃~），カンポジア

迎輸通い省：｝0％出資3)共同1渭？）が悶叫されるぐ
3 } l f →ワット・グループ， l）C(）Mピ共I1i］で地り長距離無線事業に人札，・,

6月 クイスでの通門事党が誇町べれる 介弁企党（チナワ、1 |、711%，ラオス政府30％出査）

を設立。坦約期間は1日年間）

{i l l 中 f~()）電気岨｛言巾業し＇、）経営＇権を収 i廿しに :\I-Thai (;rぃupに， Shma¥¥atra Imerna-

tionalが出介

l(） } l f—→ワット・グ；l, ープ’: 41ーマー〉・グルー

12月 タイ初())通伯衛吊 ‘l‘lIAIL̀(）M_J Iちlげ成功0
1 2 i l -，I fリじン J）ンタ -̀? -f ！し・グ，し一プ傘『‘-イ A’、プ・ 1 ミ．l-ニケーションズ社リ）株式3(｝（）(）

取得。 i11|i|d) 公寮‘ilt,]ふ移動イ本市，IIrlII•「 l,］り門緑じ）事癸五十画：：進出）

（出所） 新1itl報迅勺！一さにもしグ）ぎ A在者作成
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ワットが着手したもうひとつの東要な事業か，

移動体通信とりわけ携帯電話への進出である。

タイにおける携帯電話事業の歴史は． 1986年7

月に．タイ電話公団(TOT)自身が「NMT470」

シリーズを， 1万名の加人者に限って募集した

ことから始まったいい）。申し込みが簡便なこと，

普通電話に比べて取得がはるかに容易なことか

ら，携帯電話はまたたくまに普及し， TOTは

1989年に，事業の一部を民間に委託する新方針

をとる。その際，「NMT900」シリーズの事業

運営権 (20年間）を獲得し， 1990年9月から「セ

ルラー 900」の名前で事業を開始したのが，チ

ナワットの傘ド企業てあるアトハンク社であっ

たは 6)。

・方，国際電話を扱うタイ通信公団(CAT)も，

1987年から， TOTに対抗して携帯電話「AMPS

800-A」シリーズを開始し， 91年にはUCOMグ

ループの傘下企業である TAC社(TotalAccess 

Communication Co., Ltd.)に対して，向こう15

年間の事業運営権(「AMPS800lい「ワールド

フォン」の名前で知られる）を与えた。 UCOMグ

ループはすでに述べたように，米モトローラ社

の一手販売代理店を務めてきた企業グループで

ある旧 7)0

以上の結果，タイの携帯電話は現在4種類の

シリーズを持つことになったが，最大のシェア

を誇っている U)は，チナワットの「セルラー

900」である。 1993年末の調究によると，タイ

全国の携帯電話加人者数は約43)i名，うち24万

名 (56ぷ）か 1セルラー900」0)利用者であり，

第2位の「ワールドフォンJ10万名 (24セノ;),第

3位の「NMT470」5万名 (11t,、)を大きく 4I

き離していた (iE8)0

なお，「セルラー900J()）端末機（いわゆる携帯

チナワット・グループ

屯話）には，ノルウェーのNOKIA,アメリカの

MOTOROLA, スウェーデンの ERICSSON,

オランダの PHILLIPS, 日本の PANASONIC

（松下電器産業）などさまざまの製品があり． こ

れらの輸人は製造元のタイ現地子会社や一手販

売代理店が担当している。ただし，携帯電話の

製造企業や輸人販売店は，タイ国内で自由に販

たする権利は持たす，チナワットのアト＇ハンク

社の指示に従う必要があった。タイの携帯電話

を支配しているのは，端末機を製造販売する多

国籍企業ではなく，政府から事業全般を委託さ

れているチナワット・グループゃ UCOMグル

プであることに，注意する必要がある。

2. 通信衛星の打ち上げ

タイ政府か通信衛歴の打ち上げを検討し始め

たのは， 1985年，プレーム政権下のサマック

(Samak Sunthorawet)運輸通信大臣の時代から

てある。この年，運輸通信省は 2度にわたる入

札を行ない， 2度目の入札には計5つのグルー

プが応じた。最終段階に残ったのは， l）ロック

スレイ・グループに所属するピヤナン社 (Piya-

nan Co., Ltd.のち，タイサット社(ThaiSat Co., 

Ltd.］に改組）と，②アップル社のパソコンや工

プソン社のプリンターの輸人販売を行なうサハ

ウィリヤーOA機器ク］レープの 2つであった。

しかし，保証金を提示できたのはロックスレイ・

グ！レープのみであり會同グ）レープに通佑衛星打

ち上げのコンセッションが供与された汎 9)0

ところが，チャートチャーイ政権下のモント

リー運輸通信大臣は， この時の決定を-"十画不

備j を理由に白紙に戻してしまう。その結果，

1990年9月に再度，人中Lが実施されるに千った。

新しい人札に応じたのは，①ロックスレイ＝タ

イサット社，②モシュラー社，③アストラ・コ
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ムサット社（インドネシア），（もタナヨン・グル

ープのワーケー社，⑤チナワット・コンピュー

タ社の，it5つであったげ］0）C

これら 5つのうち，ロックスレイ・グループ

は，香港最大の財閥であり，すでに通信衛星

「ASIASAT」を打ち上げている李嘉誡＝ハチ

ソン・グループ(Hutchison¥Vanpoa Group)と

は，提携関係を結んていたりlll,3 また，ロソク

スレイはタナヨン・グループとも近しポ関係にあ

り，事実，通信衛星を利用したテータ・音山・

画像処理の通信サービス事業を行なう共同出資

企業(ThaiSkycom Co.. Ltd.)を， 1992年に設立

している (i112）。しかも、タナヨン・クループは

当時，ケープル TV放送進出をめくって，チナ

ワットに対してば熾烈な対抗意識を抱しごていた。

したかって， 1990年の人札は，れ実上，口、Iク

スレイ＝タナヨン連合とチナワット・クループ

の一騎打ちになったのである。

なお，ここで強調すべきは，当時すでに衛星

を利用した通いサーピスか，タイ国内てきわめ

て里要な地位を占めつつあった事実である、ケ

フルTVはもちろんのことてあるか，政府機

関，国営企業，陸軍通似りなとも，通信衛屋を

利用した通i五事業を行なっていたからである C

たとえは， 1988年にはサーマート・クループの

サーマート・テレコムズ社と，バンコク銀行系

夕IJO)コンピューネット社の 2社か，運輸通佑省

郵便電信局から，それそれ通伍衛星を利用した

付加価値通{,iサーピスのコンセ・ソションを獲得

し， iズ：な1沼業銀行や外国企業，国営企業に対し

て，データ・サーヒスを開始してし lた⑬11い

時期が1991年5月にすれるか＂ こu)時、1:'？・1.でU)

調任によると曹さきの民間企業2社U)ほかに，

タイの陸軍通｛け），，｝，政府広報昴， タイ屯油公団，
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タイ通信公団，地上波のテレヒ放送局など計9

機関か， イントネシアの通信衛星 'PALAPA」

や香港O).ASIA SAT~, 国際共同機関の rIN

TELSAT"などと契約を結ひ，合計12器以上

のトランスポンター（電波中継器）を利用して

t ¥た Ui14)。したかって，通信衛星打ち上けのコ

ンセッションを獲得することは，これまで海外

の衛星を利用してきた通信サーヒス事業の統轄

権と将来の事業機会をいっきょに掌中に収める

ことを意味したのである。

その結果，水面ドての政治交渉も含めて激し

い競争か各グループの間て展開されたか， 199(）

年1(）月の保証金提出期限に，具体的な提案をな

しえたU)は， f想とおりチナワソト，ロソクス

レイ， タナヨンの 3グループ0)みであった 3 な

お、こ 0)時3グループか提示した条件は，契約

期間はいすれも30年間て共通してし名か，政府

に納める事業収入の分配比率と利益の最低納人

U)金額には大きな違し;かあった。具体的にぱ，

チナワソトが事党収人の15.3ぷと13.5億 の最

低利益額を提示したりに対し，ロックスレイは

l(）； -卜と9.8億―． タナヨンは8.8~C; と 8.8憶. 0) 

条件を提示した

その粘果，同年12n、チャートチャーイ内閣

の改造が行なわれる直前に囀モントリー運輸通

に大臣ふチナワット・クループに通信衛塑打

ちl：けu）事業を認可するへしかし，この決定は

翌1991年2月に勃発した軍事クーテタ後，再び

棚上けとなり， CPグループ0)屯話回線事業と

l,i]様，直0似衛星事業見直し委員会― u)設洲に発

展した，この時の見直し作業には， タナヨン・

グルーフによる悦議申し立てが強い影密｝］を

及ほしたと五われる（希，［｝ふ委員会はチナワッ

トの権利を再確認するか (1991年9月），そu)独
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占保護期間は，当初の30年間から 8年間に大幅

に削滅されてしまった国1610

いずれにせよ， 1992年にチナワット・グルー

プは最終的に冑タイ最初の通信衛星を打ち上

げる権利を取得し， 93年12月には，国王が命

名した「THAICOM」第 1号の打ち上げを成功

させるのである。なお，この打ち上けに要した

投資総額は計50億／ （250億円）。その内訳は，

アメリカGM社のf会社であるヒューズ・エア

クラフト社(HughesAircraft Co., Ltd.）から購

人した衛星本体2基 (25位 ‘I,打ち上げの費用

(15億），保険料その他 (10億'')てあった。

これらの費用は，米仏の輸出人銀行からの借人

れ (30億―）や曹チナワット・サテライト社の

株式上場・増資なとで賄ったと』われる信1710

3. チナワット・グループの所有と経営

1993年現在のチナワット・グループの資本所

有構造は，図4に図示したとおりてある。中核

をなすのは，母体企業であるチナワット・コン

ピュータ＆コミュニケーションズ社（以下 SC&C

社）てあり，その rヽ^ に「準中核企業 1 として，

①チナワット・サテライト社，②通信サーヒス

のアトハンク社， (3）放送・メディア“業のIBし`．

社，（むカンホシア，ラオス，フィリピン，イン

ドでの海外事業を統轄するチナワット・インタ

ーナショナル社の 4社が存在する（．｝については，

表9参照）3 以上 5社のうち，④を除く計4社が，

株式公開会社(publiclimited company)であった

さらに， これら「準中核企業」の下には，それ

ぞれに一群の関連子会社が存在し，出資関係は

事業部のラインに沿う形で幣備されている。

一方，外国企業との共同出資の面では，情報

通伯サービスのチナワット・データコム社(Shi

nawatra Datacom Co., Ltd.)と無線呼び出し亀

チナワソト・グルーフ

話のチナワット・ページング社(ShinawatraPag-

ing Co., Ltd.)に，シンカホール・テレコム社か

出資している。また，チナワット・サテライト

社の場合には，アメリカの保険会社てある AL¥

社 (AmericanInternational Assurance Co., Ltd.: 

10セ、,:)か出資している (iU8)0

以上において特筆すへきは， SC&C社やアト

バンク社を除く大半の傘下企業において．タク

シンや「旧チナワット財閥ーの一族の成員か、

「株主」として登場していない点であろう。し

かも，中核企業である SC&C社の場合でも、タ

クシンとその妻ポッチャマン (PhochamanChr-

nawat) の 2 人か所有する株式 (50.2~ヽ,,:)の残り

は，外国人投資家 (24.1ぃ）と国内＾般投賓家

(23.7ぷ）などが占めていた。タイ系財閥の場合，

オーナーの一族や，詞一朕だけて構成するー、家

族投資会社」がしばしは大株主になっているこ

とを勘案するならば，チナワット・グループの

資本所有構造は，ファミリービジネス型財閥か

らの離脱と捉えることができる位t:19)0 

同様に，チナワット・クループU)経営体制を

見ても．「旧チナワット財閥」の影響はまった

く見られない ([',.:j5. 参照），確かに号グループ

全体の取締役会長にはタクンン， lu]副会長には

妻ポッチャマンが就任しているか，グループ社

長のブンクリー(BunkliPlangsiri)をはじめ，ク

ループ副社長，事業本部長（準中核企業 4社の

社長）などには，すべて＾旅外の専門経営者や

エンシニアを登用していたからてある。しかも，

SC&C社の社長ニワット (NiwatBunsong)や同

社のコンピュータ担当貨任者プンマー (Bunrna

Pierakhum)は．いずれも IBMタイランド社の

元総務部長．元コンピュータ担当部長からスヒ

ンアウトした専門家たちたった直20)0 
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図4 チナワット・グループの資本所有構造 (1993年）

20億バーツ↓ 60%

Shinawatra 

Satellite Public 

4.05% 

タクシン・チナワット夫妻

I Oi意パーツ 50.2% 

Shinawatra Computer and 

Communications Public 

I 0億パーツ↓ 58% 

Advanced Into 

Service Public 

Universal 
Communication 
Service 

3.6億バーツ J55% 

International 

Broadcasting 

Corp. Public 

IBC(Cambodia) 

Shinawatra 

Pacific Direct 

Marketing 

61意パーツ↓ 100%

Shinawatra 

International 

ヒコ 株式公開会社

Samart Corp 
Singapore Telecom J （上場会社）

International Pie 

（出所） 各株式公開会社の年次報告苔 (1993年版）より筆者作成c

チナワット・グループの経営体制で特徴的な 卜(ChamratChankachon)元首都警察長官など，

のは，「グループ顧問団」の存在と，海外在住の 4名の警察高官 OBを含む。同時に，サガー

タイ人工ンシニアの積極的な採用である。 1ク (Sa-nga Suphasri)元科学技術エネルキー省次官，

ループ顧問団」は， 1993年現在18名。そのなか トーンチャイ (ThongchaiSanitwong)）しハンコ

には，タクシンの元職場の関係で，チャムラッ ク銀行役員・タマサート大学商会計学部長，チ

ぅ6
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チ十ワソト・グループ

図 5 チナワ J ト・グループの経営体制 (1993年）

グループ取締役会長

グループ副社長（会長室） タクシン・チナワット

同昌」会長

ク）レープ顆問団

計18名

ポソチャマン・チナワソト

ニョム・プラグム ハナーポソト・ダマーポン

グルーフ社長

フンク Jー・フラ／シリ

/
〗
ロ

，
 

務
役閉

取締役副社長
じ歩外担当）

テレ：：：ム事業経営支配人

トゥアンヤソト・

ラッタナモンコン

IBC社長

〕’トハンク社
社長 チナウット・サテ

ライト社社長

タムロ／・

カセームセート

ァーラソク・

チョンラターノ／

ケーフ1口TV葦莫経営支配人

コンピュ・ータ事業経営支虻人 T ン七 /•7校送蘊業部長

アト 1‘,／ク社経宮支配人

ウィクロム・

ン一J タゞック

チナワソト・サテラ
イト社経営支配人

ノンラソク・

ヒナイニティ

サート

テTワ，、ト・ヘージング経営支配人

（出所） Shinawatra Computer and Communications Public Co., I、td.,Annual l<e/Jort 1993(Bangkok, 

1994). pp. :io :nより筆者竹成，

ュンポン (Chumpon Sawadiyakorn)）じ国家学術 IBM社， AT&T社， NASA（米航空宇宙局），

）「長宜なと、各分野の専門家も多数招聘してい インテルサット（国際屯気通伯機構）なと，先端

たこともittiすべきてあろうり□11、 技術企業・機構て働いていたタイ人技術者か多

Jj, チナワット・クループは、海外とりわ 数含まれてし＼た• I こリ），点は，チナワット・

けアメリカ在住のタイ人技術者(})り1き抜き，っ サテライト社の場合も1iilして，同社はヒューズ・

まり「頭脳Uターン」を奨励していることてもh エアクラフト tt， コンプレソション・ラホ社

名である，~しかもこれら帰国組のなかには，米 iCornpres~ion Lab Inc.), Tl社(Texas lnstru-

57 



Ⅴ産業構造の高度化と通信企業グループ

1995020058.TIF

ments Inc.）などのタイ出身者を，中核エンジニ

アとして招聘した国23)。1980年代初め以降，

湾がアメリカ在住(/)自国技術者の帰国を奨励し，

これによって国産パーソナル・コンピュータの

飛躍的発展を図ったのと同様の方針を｀

ットは企業レベルで進めたわけである。

台

チナワ

（注l) International Broadcasting Corp. Publrc 

Co., Ltd. (!BC), Annual Report 1993(Bangkok, 1994), 

p. 11/Sorakon, Tha如inChinawat, p. 55 

（注2) タイスカイ TVふ ]992年に新聞社ワタチャ

ック社．ラシオ通｛，げ）メティアプラス社を新しい株L：こ

迎え人れ．合弁企業形態に改組している。なお．タイ人

カイ TVの事業展開は，次の報告に詳しい。 Suphatra

Senprasoet, "Thai Sky TV Tham-di Thi-Jew"：タ

イスカイ TV, 経営はすてに順調],Phu Chatkan 

Raiduan, vol. 10, no. 116, May 1993, pp. 84 91 

（注3) 「ケープル TV戦争」については，次の文献

を参照。 Sorakon,Thaksin Chinawat, pp.53-62_ 

（注4) !BC. Annual Ncpor/ 19Y3, pp. 2, l0-lL 

（注5) Tara Siam. Thai Telecommunications, pp 

99-101. 

（注6) Securities Exchange of Thailand, Sarup 

Klw-sonlhet.,., vol. 2. pp.ど62-263.

（注7) Tara Siam, Thai Telecommunicatzons, pp. 

105-107 

（注8) Advanced Info Service Public Co., Ltd., 

Annual Repo月J993(Bangkok,1994), p. 14 

（注9) Sorakon, Thaksin Chinawat, pp. 64-65. 

（注10) Ibid., p. 65 

（注11) ハチソン・クループおよびASIASATの「ス

ターTV」につ Lヽ ては，アンアプレス・インターナシ l

ナル社組『アシア・テレヒ苧命；二田出版会 1993斗

第1章「香港」を参照。

（注12) Phu Chatkan Raiwan, 24 Jan. 1992 

（注13) Pmcl辺cl辺IThurakit［国民の実業］， 2 Jan 

1992/Somwan, "Kan Tham-thurakit Khluen,..," 

PP-94-97 

（注14) "Uaothiarn Chinawat Sarng Miti Mai 

Rabop Suesan"［通仰砧9 チナワット．通信事業J)

新段階を構築―-］,Khu Klwり以， 16Sept. 1991/J加I.

29 July 1991 
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（注15) Sorakon, T加脳nChinawat, pp. 66-67 / 

"Daothiam: Lok khong Kan-suesan Yuk-mai"［特

集：通信衛星．新時代の通信事業u-）世界：． Krungthep

Tiumi紐［パンコク・ビシネス］． 16Sept. 1992. 

（注16) Sorakon, Thak,in Chinau-・at, pp. 69-70/ 

Khu Kl辺eng,14 Dec. 1992 

直 17) Shinawatra Satellite Public Co.. Ltd., 

Ann叩 lReport 199J(Bangkok, 1994)．なお，通伯衛

星 'THAICOM」については，次の報道が詳しい。

"THAICOM : Daothiam Suesan haeng Chat"［特集

．タイコム~タイ国の通信衛星一〕， Tan Setthakit 

［経済V)礎］， 16July 1992 

（注18) Tara Siam, Thai Tchcommunicatio瓜， p.

認0.・ ・・ Shinawatra Satellite Public(_‘o., Ltd., Anni叫

R⑰mt 1993. p. 35. 

(ii:lり） 未9炭「タイの企業組織と後発的丁．業化・…・→

49ペーシ 第4表などを参照。

（注20) "Somphop Amatayakun...," p. 117. 

（注21) Shinawatra Computer and Communica-

tions Public Co., Ltd., Annual Report 1993(Bang-

kok, 1994), pp. 34-35.顧問団メンハーの経歴は，筆者

U)調在＿

（江22) 「全開アジアパワー・財閥＆ヒ）グピジネス

チナフソト・コンピュータ＆コミュニケーションズ（タ

イ）＇. l‘.)」（『H経産業新皿 l991年9月19H)。

（注23) Shinawatra Satellite Public Co., Ltd., 

An輝 alReport 1993, pp. 13, 25. 
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タイチナワット・グループを中心に，

通ti企業グループの発展を見てきたQ 彼らの発

以上，

展パターンを見る限り，従来の華人系財閥と同

一視することは到底できない。

ット・グループの発展には．

むしろ， チナワ

タイにおける資本

家の伝統的な特質と，新しい工業化の担い手と

しての側面の双方を確認することができる。そ

J)点を要約すれば，次のようになる，2

情報通伯産業か｛コンセッション方式」i l } 
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を採用したことにより，政治的なコネクショ

ンが用要な意味を持つに至っfここの特徴は、

過去のタイの資本家とまったく同じであり，

政治交渉力に長け｀役得経済に基盤を骰く実

業家府の存続を促したいi-l,9

(2) それとは別に，証券市場の発展やアシ

ア投資ブームは， In]族内に資金調達源を求め

てきた従来の―ファミリーヒシネス型財閥＿』

と異なって，株式上場に伴うキャピタル・ケ

インや転換社債， さらにはプロジェクト・ヘ

ースによる海外からのシンシケート・ローン

などを活用する新興財閥の成長を促した。

噂） 情報通に産業の技術梨約性は，エンシ

ニアの確保を不可欠の要件とするが， この要

件か， ln]族外())専門経営者や海外に在住する

タイ人工ンシニアU)積極的利用を進めるチナ

ワット・グループなどの成長を促した。別，i

すれば，同族内の人的資源や商人的知識への

依存ではなく，専門性とエンジニアリングを

より重視する経営体制を，タイ(/)企業にもた

らした。

(4) 情報通信産業は，タイのなかてはもっ

とも競争の激しい分野である．，そのため，企

業の戦略にもとつく，より日的合理的な企菜

間の事業提携が新たに生した。つまり，血

緑・地縁にもとつく共詞事業，たとえば，潮

J小l系華人の銀行や海南系華人U)投資プロシェ

クトといった「華人コネクション」による共

詞事業ではなくり 2)，欧米諸国などて見られ

る 1戦略的 lド業提携」の方式か，タイでも1:4

じるようになった

こうした事実は， タイの企業活動をより広い

普遍的な枠組から捉え直すことの必要性を示し

てしヽるように見け）れる。と 1nj時に，チナワ J

チナワット・グループ

ト・グループのような新典財閥の発展が，果た

して今後のタイ経済・産業構造の高度化の真の

「担い手」たり得るのか，その点に対する問題

も提示している。

というのも，チナワット・グループはタイで

もっとも成長する「C&C産業」，つまりコンピ

ュータ産業とコミュニケーション産業の 2つに

事業基盤を岡くが，その展開はハート（通信機

器0)製造や技術開発）への進出ではなく，あく

までソフト（事業運営）の分野に限定している

からである。実際，タクシン自身も，「私たち

は将来も本格的にハートの分野に手を染める考

えはない。優れたメーカーと組んでコンヒュー

タと通信を結び付けることが私たちの使命であ

る」と，明言している (1い）r

自廊）技術瀾発ではなく、コーディネーター

あるいはオルガナイザーに徹することで成長

を図ろうとするチナワット・グループの戦略

は．先発上業国との技術格差がきわめて大きい

産業分野て，後発工業国の企業がどのような選

択をなし得るのか，そのひとつの事例を示して

いる。それは．半導体産業の分野で，先端国へ

の「キャ、‘.Iチアップ」を絶えず図ろうとしてい

る韓国V)財閥とも，また．｝、ーソナル・コンピ

ュータや工作機械産業の分野で，独自の「すき

ま（ニッチ）市場」を海外に見いだし発展を続

ける台湾の中堅企業とも異なる発展てあった。

逆に目えば，こうした戦略をとったがゆえに．

タイの通信企業グループは短期間のうちに急速

な発展を遂けることがてきた， とも百えるので

ある。

ただし，情報通信産業はきわめて技術革新の

サイクルが速い分野であり，今日の技術方式が

10年先にも存続するかとうかふ保証U)限りで
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ない。そうだとすると，「コンセッション方式」

によって， 15年から30年間にわたる事業運営権

を保証されている既存のタイ通信企業クループ

は，かえって大きなリスクを背負うことになる。

というのも彼らは，技術革新に関わりなく。門

面，一定金額の政府への納付を義務つげられて

いるからである。この点は， AT&T社や XTT

社のように，内部に技術開発 (R&D)部門を持

たないタイ系通信企業グループの限界てもあっ

た。もちろん， こうした問題に対して｀ タイの

主要企業は政治交渉で再び対応するてあろう。

しかし，そうした対応はタイ産業全体(})高度化

には決してつながらないことを，最後に指摘し

ておきたし％

ほ l) 役得経済と政治的実業家J)関係については．

和貨・南原『タイの財閥・・・’'』第9章を参照

60 

（注2) 華人コネクションーの最近のタイ U)弔例に

ついては，樋泉克夫 r華僑コネクシ 3ン』新潮選古 新

潮社 1的3年か参考になるc

（注3) ー全開アシア，；ワー……（ド）」，

（東京大学社会科学研究所助教授）

：付記， 本稿は， 1993年度「発展の担い手を

めくる政治経済的分析 (IIし研究会（主査：小

池賢治）の成果の一部てあるか， 1994年以降の

情報にもとつき恙述を更新した部分もあるしなお，

1995年 1月26日に，中国と CPクループ())共同事

業てある通信衛星 Al)SlARILかその打ち上

けに失敗したこと（本文39ヘーシ、参照），また

2月1ll l iこ， タクシン・チナワットか憲法改正

に伴う閣僚の資格問題て外務大匝を辞{fしたこ

と (5()ヘーシ、注14参照）の 2，点を付品してお

＇ 、9,
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